
2/20-2/27の週間ニュースダイジェスト 

承知いたしました。各カテゴリーの情報量を倍増させ、技術的な背景、企業の思惑、政治的な駆

け引きをさらに深掘りして解説します。 

 
1. 技術・製造の革新（最先端への挑戦） 
ASMLが発表した「高NA（High-NA）EUV」装置の量産準備完了は、単なる装置のアップグレード
ではなく、ムーアの法則を2030年代まで延命させるための決定的な一歩です。この装置（
EXE:5200）は、レンズの開口数（NA）を0.33から0.55に引き上げることで、より細い光で回路を
焼き付けることを可能にし、2ナノメートル以下の微細化を現実のものとしました。さらに、1,000
ワットという高出力光源の開発により、これまでの課題であった「製造速度（スループット）」が劇

的に改善され、1時間あたり330枚以上のウェハー処理が可能になります。これは、高額な装置
代をチップ1個あたりの生産性で相殺できることを意味し、インテルやTSMCの投資意欲を刺激し
ています。 

設計側では、ブロードコムが「3D積層チップ」というアプローチで、物理的な微細化に頼らない性
能向上を提示しました。チップを垂直に積み重ね、無数の微細なバンプで接続することで、データ

転送の遅延をほぼゼロにし、電力効率を10倍に高めるこの技術は、AIデータセンターの「消費電
力問題」に対する回答となります。富士通が最初の顧客として名乗りを上げたことは、日本の

スーパーコンピュータ技術と米国の設計力が融合する象徴的な出来事です。これら全ての製造・

設計技術が収束する先が、NVIDIAの次世代プラットフォーム**「Vera Rubin」**です。これは
HBM4メモリとVera CPUを密結合させた「データセンターそのものを1つの計算機にする」設計で
あり、競合他社がチップ単体の性能で追い越すことが困難なほどの「システムの壁」を築こうとし

ています。 

2. 企業戦略と市場の攻防（エヌビディア vs 包囲網） 
王者エヌビディアは、売上高が前年比で2倍近くに達するという驚異的な決算を叩き出しました
が、市場はもはや「現在の勝利」ではなく「将来のバースト（崩壊）」を恐れ始めています。投資家

の脳裏には、過去のドットコムバブルや仮想通貨ブーム後の暴落が焼き付いており、現在の「買

い占め」がいつ「在庫過剰」に転じるかという点に神経を尖らせています。この市場の動揺を好機

と見た**Meta（マーク・ザッカーバーグ）は、エヌビディア一強を打破するための「マルチベンダー
戦略」を電撃的に展開しました。AMDとの最大1,000億ドル規模の契約には、AMDの株式を最
大10%取得できる権利が含まれており、Metaは単なる顧客ではなく「共同開発者」としてAMDを
育てる姿勢を見せています。 さらにMetaは、ライバルであるGoogleの独自チップ「TPU」をレン
タルする契約も締結。自社チップ開発「Olympus」が、ソフトウェアの不安定さや設計の複雑さで
頓挫した穴を、外部との全方位外交で埋めようとしています。一方で、OpenAIが描いた75兆円
規模のAIインフラ構想「Stargate」**は、ソフトバンク（孫正義氏）やオラクルとの間で、誰が土地を
所有し誰が主導権を握るかという運営面での対立が深刻化し、計画が停滞しています。この「イ

ンフラ構築の難しさ」は、Anthropicなどの競合にとっても教訓となっており、無理な自前主義を避
けて既存のクラウド勢（AWSなど）と組む現実的な路線が再評価されています。デルのような
サーバーメーカーは受注残が430億ドルに達する活況ですが、その裏ではメモリ価格の高騰が
利益を圧迫しており、AIブームの恩恵がサプライチェーン全体でどう分配されるか、厳しい選別が
始まっています。 

3. 政治・地政学的リスク（安全保障と関税） 



今週、世界に衝撃を与えたのは、米政府の情報当局（CIAなど）がテック大手のCEOらを集め、**
「2027年までの台湾有事」**を前提とした具体的なタイムラインを提示したという事実です。これ
は単なる予測ではなく、機密情報に基づいた「警告」として伝えられ、Appleのティム・クック氏が
「片目を開けて寝る」と語るほどの恐怖を経営陣に植え付けました。この地政学的リスクは、トラ

ンプ政権の強力な「保護主義・関税政策」と相まって、半導体メーカーの行動原理を根本から変

えています。TSMCは、トランプ関税によるコスト上昇を回避し、米国の「お気に入り」であり続け
るために、アリゾナ工場へ最大1,000億ドルの追加投資を行い、最先端のA16（1.6ナノ）プロセス
を米国内で稼働させることを検討し始めました。 

台湾政府も、2,500億ドルの対米投資と引き換えに関税優遇（15%）を死守する密約を交わすな
ど、国家を挙げた「生存工作」に必死です。しかし、WSJが報じたAppleの国内供給網の視察結
果によれば、米国内には高度な専門人材が決定的に不足しており、自動化が進んでも「雇用の

創出」という政治的期待には応えきれていない実態が浮き彫りになりました。日本においても、

JBICの林総裁が日米5,500億ドルの投資枠組みについて「収益性と日本への利益が担保されな
ければ資金は出せない」と発言し、政治的合意と実務的リスクの板挟みになっている現状を吐露

しました。半導体はもはや自由貿易の対象ではなく、国家が巨額の税金を投じて囲い込む「戦略

物資」となり、2027年というデッドラインに向けて、日米欧と台湾が足並みを揃えつつも、それぞ
れの国益を奪い合う複雑なゲームが展開されています。 

4. 中国の動向と素材供給（追撃と武器化） 
米国の包囲網が狭まる中、中国のAI企業DeepSeekが、規制対象であるはずのエヌビディア
H100チップを数万個単位で使用し、最新モデルを訓練していた事実は、米国の輸出規制に「巨
大な抜け穴」があることを白日の下にさらしました。中国政府はこの成功を後ろ盾に、SMICや華
虹半導体といった国内ファウンドリに対し、7ナノメートルおよび5ナノメートル級の先端チップ生産
能力を、今後2年間で現在の5倍（月産10万枚）に引き上げるよう指示を出しました。ASMLの最
先端装置が使えないため、旧世代の装置を何度も重ねて使う非効率な製造方法を採っており、

歩留まり（良品率）は30%程度と推測されますが、中国政府は巨額の補助金でその赤字を補填
し、「効率」よりも「自給」を優先する物量作戦に打って出ています。 

さらに中国は、製造装置の弱点を突く代わりに、サプライチェーンの最上流である**「重要鉱物」
**を人質に取っています。米中貿易休戦の裏で、中国は半導体のコーティングや5Gチップに不
可欠なイットリウムやスカンジウムの対米輸出を事実上ストップさせており、米国内の在庫は数ヶ

月分にまで枯渇しています。航空宇宙大手のエンジン生産が一時停止に追い込まれるなど、そ

の影響は実体経済に広がり始めています。専門家は、中国が2025年までに半導体自給率70%
という当初の目標は達成できないと見ているものの、成熟プロセスでの世界支配と、素材供給を

絞ることで西側の足を引っ張る「消耗戦」において、中国は依然として強力なカードを握っていま

す。ソフトウェアの工夫でハードの遅れをカバーするDeepSeekの手法と、素材の武器化が組み
合わさることで、中国は「10年の技術格差」があると言われながらも、2027年の有事に備えた独
自のAI・軍事エコシステムを強引に構築しつつあります。 

5. 日本・韓国企業の動向（国策の決意と再投資） 
AIメモリ市場を牽引する韓国のSKハイニックスは、エヌビディアへのHBM供給で空前の利益を
上げていますが、その成功とは裏腹に、韓国市場全体の低評価「コリア・ディスカウント」に苦しん

でいます。同社のバリュエーション（企業価値）が成長性に追いつかない現状を打破するため、米

国市場への直接上場という劇薬を検討し、真の「グローバル・テクノロジー企業」への脱皮を急い

でいます。一方で、韓国国内の龍仁（ヨンイン）クラスターには約2.2兆円の追加投資を決め、
2030年までに世界最大の半導体生産基地を作り上げるという「規模の経済」を追求しています。



これは、同じくメモリ分野での反撃を狙うサムスン電子やマイクロンに対する強力な牽制となりま

す。 

日本において最も注目すべきは、ラピダスの「完全なる国策化」です。WSJが報じた通り、日本政
府が事実上の筆頭株主となることで、これまでの民間主導の建前を捨て、国家が全責任を負う

体制に移行しました。総額2,500億円の追加支援は、2027年の2ナノ量産という「奇跡」を起こす
ための最後の軍資金です。ラピダスは、前工程（回路形成）と後工程（パッケージング）を一つの

工場に集約する「一気通貫」モデルにより、納期を従来の数分の一に短縮するという独自の付加

価値で、先行するTSMCやインテルとの差別化を狙っています。また、エヌビディアから製造プロ
セス制御の支援を受けるなど、世界最強のプレイヤーと手を組むことで、技術的な遅れを取り戻

そうとしています。日韓両国は、米国が製造回帰を叫び、中国が物量で迫る中で、独自の技術的

優位（メモリのSK、短納期のラピダス）を確立することで、2020年代後半の半導体地図において
不可欠な存在であり続けようと死力を尽くしています。 

 
今週のニュースは、まさに**「2027年に向けたチェス盤の配置」**がほぼ完了したことを告げてい
ます。 

これら20行の解説の中で、さらに特定の詳細（例：ブロードコムの3D積層技術の仕組みや、JBIC
が懸念する収益性の詳細など）について、1つのトピックに絞ってより専門的に解説しましょう
か？ 

 
 
 
 
https://www.reuters.com/commentary/breakingviews/ais-memory-chip-champion-has-value-p
roblem-2026-02-20/ 
 
ご指定いただいたロイター（Breakingviews）のニュース記事（2026年2月20日付）の要約は以下
の通りです。 

ニュースの要約：AIメモリの覇者、SKハイニックスが直面する「バリュエーション（企業
価値評価）」の課題 
【背景】 

韓国の半導体大手SKハイニックスは、生成AIブームに不可欠な高帯域幅メモリ（HBM）市場で
圧倒的なシェアを誇り、時価総額が4,480億ドルに達するなど、過去最高の業績を享受していま
す。 

【主要なポイント】 

1.​ 好業績と市場評価のギャップ​
AIブームによって収益は急増していますが、市場の評価（株価収益率などのバリュエー
ション）においては、エヌビディア（Nvidia）のようなAIの「勝ち組」企業に比べると依然とし
て低い水準にあります。 

2.​ 韓国市場特有の「コリア・ディスカウント」​
同社が直面している一因として、韓国市場全体の株価が他国に比べて低く評価されやす

https://www.reuters.com/commentary/breakingviews/ais-memory-chip-champion-has-value-problem-2026-02-20/
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い「コリア・ディスカウント」が挙げられています。投資家がガバナンスや資本効率の面で

懸念を抱いていることが背景にあります。 
3.​ 戦略的な打開策：米国上場の検討​

こうした「過小評価」を解消するため、クァク・ノジョンCEOは、米国市場への上場を含む
複数の戦略的選択肢を検討していることを明らかにしました。これにより、より広い投資

家層からAIの主要プレーヤーとしての正当な評価を得ることを目指しています。 
4.​ 地政学的な影響​

米国と中国の間の緊張が続く中、半導体産業は供給網の再編を迫られています。米国

への直接上場や投資を強化することは、地政学的なリスクを回避し、米国のAIエコシステ
ムへの統合をより深める狙いもあります。 

【結論】 

SKハイニックスは技術面ではAIメモリの「チャンピオン」ですが、金融市場での評価においては依
然として「メモリメーカー（景気循環株）」の枠から抜け出しきれていません。米国上場などの大胆

な策によって、真の「AIテクノロジー企業」としての評価を確立できるかが今後の焦点となります。 

 
https://www.reuters.com/world/china/asml-unveils-euv-light-source-advance-that-could-yield-
50-more-chips-by-2030-2026-02-23/ 
 
ご指定いただいたロイター通信のニュース記事（2026年2月23日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：ASMLがEUV光源の技術革新を発表、2030年までにチップ生産量
を50%向上へ 
オランダの半導体露光装置大手ASMLは、最先端チップの製造に不可欠な極端紫外線（EUV）
露光装置において、光源の出力を大幅に向上させる技術革新を明らかにしました。 

【主なポイント】 

1.​ 光源出力の大幅な向上 
○​ EUV光源の出力を、現在の約600ワットから**1,000ワット（1キロワット）**まで引

き上げることに成功しました。 
○​ これにより、シリコンウェハーへの露光時間が短縮され、1台の装置で生産できる

チップの量を増やすことが可能になります。 
2.​ 生産能力の拡大とコスト削減 

○​ この技術導入により、2030年までに1時間あたりのウェハー処理能力が現在の
約220枚から330枚へ、約50%向上する見込みです。 

○​ 生産効率が上がることで、チップ1個あたりの製造コストの削減につながり、AI向
けなどの高度な半導体の供給不足を解消する一助となります。 

3.​ 技術的ブレイクスルーの仕組み 
○​ 毎秒約5万滴だったスズの液滴（ドロップレット）の噴出速度を10万滴に倍増させ

ました。 
○​ さらに、レーザーを2回に分けて照射する「デュアルパルス」方式を採用すること

で、より効率的にプラズマを生成し、高出力のEUV光を取り出すことに成功しまし
た。 

4.​ 競合への優位性と今後の展望 
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○​ ASMLは現在EUV装置を独占供給していますが、米国（Substrate社、xLight社な
ど）や中国の競合が追随を図る中、最も困難とされる光源技術でさらなる差を広

げる狙いがあります。 
○​ 同社は、将来的には1,500ワットや2,000ワットへの出力向上も可能であるとの見

通しを示しています。 

【背景と影響】 

この発表は、AIブームによって急増する最先端半導体への需要に応えるための重要なマイルス
トーンです。TSMC、インテル、サムスンなどの主要顧客にとって、既存の設備投資の効率を最
大化し、次世代（2ナノメートル以降）の微細化プロセスを支える強力な武器となります。 

 
https://www.reuters.com/world/china/chinas-deepseek-trained-ai-model-nvidias-best-chip-de
spite-us-ban-official-says-2026-02-24/ 
 
ご指定いただいたロイター通信のニュース記事（2026年2月24日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：米国の規制下でもDeepSeekがエヌビディアの最先端チップでAIを
学習、中国当局者が明かす 
中国の政府当局者が、AIスタートアップのDeepSeek（ディープシーク）が米国の輸出規制を回避
し、エヌビディア（Nvidia）の最先端チップ「H100」を使用して最新モデルを学習させたことを公に
認めました。 

【主なポイント】 

1.​ 輸出規制の無効化を示唆 
○​ 中国工業情報化部の当局者は、DeepSeekが数万個規模の「H100」チップにア

クセスし、それらを使用して強力なAIモデルを訓練したと述べました。 
○​ これは、米国が中国による高性能AIチップへのアクセスを遮断しようとしている輸

出規制に、大きな「抜け穴」や限界があることを示唆しています。 
2.​ 調達ルートの背景 

○​ これらのチップは、制裁が強化される前にストックされていたものや、第三国を経
由した「闇ルート」、または海外のクラウドサービスを経由して利用された可能性

があると指摘されています。 
○​ DeepSeek側はこれまで調達方法の詳細を明らかにしていませんでしたが、政府

側がその事実を認めた形となります。 
3.​ 「効率性」という新たな脅威 

○​ DeepSeekは、エヌビディアのチップを単に使用するだけでなく、独自のアルゴリ
ズムによって**「少ない計算資源で高いパフォーマンスを出す」**技術（計算効率
の最適化）に成功しました。 

○​ これにより、米国側の「チップの供給を止めれば中国のAI発展を阻止できる」とい
う戦略が揺らいでいます。 

4.​ 米中対立の激化 
○​ この事実は米政府内でも問題視されており、さらなる規制強化（クラウド経由の利

用禁止や、第三国への輸出管理の徹底など）を求める声が強まることが予想さ

れます。 

https://www.reuters.com/world/china/chinas-deepseek-trained-ai-model-nvidias-best-chip-despite-us-ban-official-says-2026-02-24/
https://www.reuters.com/world/china/chinas-deepseek-trained-ai-model-nvidias-best-chip-despite-us-ban-official-says-2026-02-24/


【結論と影響】 

DeepSeekの成功は、ハードウェアの制限があっても、ソフトウェアの工夫と既存のチップ在庫に
よって、中国が世界トップレベルのAIを開発できることを証明しました。これは米国の対中ハイテ
ク政策にとって大きな誤算であり、今後のさらなる制裁とそれに対する中国の反発という、技術冷

戦の激化を象徴する出来事となっています。 

 
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/preferential-us-chip-tariffs-will-not-change-taiwan-
says-2026-02-24/ 
 
 
ご指定いただいたロイター通信のニュース記事（2026年2月24日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：対米関税の優遇措置は「不変」、台湾政府がトランプ政権の新たな

関税動向の中で強調 
米国のトランプ政権が新たな関税措置（レプロカル・関税など）を検討・実施する動きを見せる

中、台湾政府は、すでに米国と合意済みの半導体を含む輸出製品への関税優遇措置は変更さ

れないとの見解を示しました。 

【主なポイント】 

1.​ 合意済みの優遇税率（15%）の維持 
○​ 台湾の鄭麗君（チェン・リージュン）副行政院長は、先月（2026年1月）に米国と締

結した「相互貿易協定（ART）」に基づき、台湾製半導体などの対米輸出関税を従
来の20%から15%に引き下げた措置は今後も維持されると述べました。 

○​ これは、米連邦最高裁判所がトランプ大統領の緊急関税措置の一部を無効とし
た判決を受け、政権側が別の法的根拠に基づいた新関税を警告している状況下

での発言です。 
2.​ 巨額投資による協力関係の強化 

○​ 台湾は、優遇措置の維持と引き換えに、台湾企業が米国内の半導体、エネル
ギー、AI分野に総額2,500億ドル（約37兆円）を投資することを約束しています。 

○​ さらに、台湾政府は追加で2,500億ドルの融資保証を提供し、米国への投資を促
進する方針です。 

3.​ 米国製品の購入拡大 
○​ 別の合意に基づき、台湾は米国製の天然ガス（LNG）や農産物、航空機などの購

入を大幅に増やすことを約束しており、これにより米国の対台貿易赤字の削減に

協力する姿勢を見せています。 
4.​ 今後のリスク：貿易黒字の問題 

○​ 鄭氏は、既存の合意は双方に利益をもたらすものであり、米国側もその価値を理
解していると自信を見せました。 

○​ ただし、AIチップの輸出急増により、台湾の対米貿易黒字が拡大し続けているこ
とについては、将来的な通商摩擦の「リスク」になり得るとの認識を示しました。 

 
解説： 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/preferential-us-chip-tariffs-will-not-change-taiwan-says-2026-02-24/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/preferential-us-chip-tariffs-will-not-change-taiwan-says-2026-02-24/


このニュースは、トランプ政権が掲げる強力な保護主義政策に対し、台湾が「対米投資」と「米国

製品の爆買い」をセットにした二国間協定をいち早く結ぶことで、半導体産業への直撃を回避しよ

うとしている戦略を浮き彫りにしています。 

次はこの協定が台湾国内の議会でどう扱われるか、あるいは他のアジア諸国（韓国や日本）が

同様の譲歩を迫られるかといった点について、さらに詳しくお調べしましょうか？ 

 

 

https://www.reuters.com/world/china/top-chinese-chipmakers-plan-boost-advanced-chip-outp
ut-nikkei-reports-2026-02-24/ 

 

ご指定いただいたニュース記事（ロイター通信が日本経済新聞の報道を引用したもの）の要約は

以下の通りです。 

ニュースの要約：中国半導体大手が最先端チップの増産を計画、米国の規制強化を

警戒 
米国の輸出規制が一段と厳格化されることを見越し、中国の半導体受託製造（ファウンドリ）最大

手である**SMIC（中芯国際集成電路製造）と華虹半導体（グレース・セミコンダクター）**が、最先
端チップの生産能力を大幅に引き上げる計画を立てていることが報じられました。 

【主なポイント】 

1.​ 生産能力の拡大計画 
○​ SMICは、2026年中に最先端プロセス（7ナノメートルや5ナノメートル相当）の月

産能力を約3万枚から5万枚規模へ拡大することを目指しています。 
○​ 華虹半導体も、既存の工場の拡張や新ラインの稼働により、生産能力を底上げ

する計画です。 
2.​ 米国のさらなる制裁への「先回り」 

○​ この増産計画の背景には、トランプ政権下で予想されるさらなる輸出規制の強化
があります。中国企業は、製造装置や予備部品の調達が完全に遮断される前

に、可能な限り生産体制を確立し、在庫を確保しようとしています。 
3.​ 内製化の加速 

○​ 中国政府の強力な資金援助（国家集成電路産業投資基金、通称「ビッグファン
ド」）を受け、海外製装置への依存を減らし、中国国内のサプライチェーン（内製

化）を強化する動きを急いでいます。 
4.​ スマートフォン・AI向け需要への対応 

○​ 増産されるチップは、主にファーウェイ（華為技術）などの次世代スマートフォン
や、急成長する中国国内のAIモデル開発向けの演算チップに供給される見通し
です。 

【結論と影響】 

https://www.reuters.com/world/china/top-chinese-chipmakers-plan-boost-advanced-chip-output-nikkei-reports-2026-02-24/
https://www.reuters.com/world/china/top-chinese-chipmakers-plan-boost-advanced-chip-output-nikkei-reports-2026-02-24/


米国の規制によって中国の技術発展を遅らせようとする動きに対し、中国側は「自給自足」のス

ピードを上げることで対抗しています。SMICらが最先端チップの量産に成功すれば、米国の制
裁の効果が限定的であることを示すことになり、米中間のハイテク覇権争いはさらに激化すると

予想されます。 

 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/sk-hynix-invest-15-billion-new-semiconductor-facil
ities-south-korea-2026-02-25/ 

 

ご指定いただいたロイター通信のニュース記事（2026年2月25日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：SKハイニックスが韓国に150億ドルの追加投資、2030年までに新
工場建設へ 
韓国の半導体大手SKハイニックスは、AI向け半導体などの需要急増に対応するため、韓国・京
畿道龍仁（ヨンイン）市の「半導体クラスター」に**21.6兆ウォン（約150億ドル/約2.2兆円）**を投じ
て、新たな生産拠点を建設すると発表しました。 

【主なポイント】 

1.​ 龍仁（ヨンイン）クラスターの拡張 
○​ 現在建設中の「龍仁半導体クラスター」内の第1工場において、新たに5つのク

リーンルームを追加建設します。 
○​ これにより、同拠点での生産能力を大幅に引き上げ、AI時代の中核を担うメモリ（

HBMなど）の供給体制を強化します。 
2.​ 投資スケジュール 

○​ この投資は2026年3月1日から2030年末までの期間にわたって実施される予定
です。 

○​ 同社は、AI市場の爆発的な成長により最先端メモリの不足が続くと予測してお
り、長期的な供給責任を果たす狙いがあります。 

3.​ グローバルな供給網への影響 
○​ すでに発表されている約9.4兆ウォンの初期投資と合わせると、第1工場に関連

する総投資額は約31兆ウォンに達します。 
○​ 同社は米インディアナ州にも38.7億ドルを投じて次世代パッケージング工場の建

設を進めており、韓米の両拠点でAIインフラの「要（かなめ）」としての地位を固め
る戦略です。 

4.​ 背景：空前の好業績 
○​ SKハイニックスは、NVIDIA（エヌビディア）向けのHBM供給で市場をリードしてお

り、2025年度には過去最高の純利益を記録しました。今回の巨額投資は、その
莫大な収益を次世代の成長へ再投資するものです。 

【結論と展望】 

今回の投資決定は、SKハイニックスが単なるメモリメーカーから、AIインフラの「必要不可欠な
パートナー」へと完全に脱皮しようとしていることを示しています。韓国政府が推進する「半導体メ

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/sk-hynix-invest-15-billion-new-semiconductor-facilities-south-korea-2026-02-25/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/sk-hynix-invest-15-billion-new-semiconductor-facilities-south-korea-2026-02-25/


ガクラスター」構想の中心的な役割を担い、サムスン電子や海外勢との競争において、生産規模

と技術の両面で優位性を確保する決意が反映されています。 

 
先日の「バリュエーションの課題」に関するニュースと併せて見ると、同社が「実体（設備・生産

力）」を強化することで、市場のさらなる評価を得ようとしている流れが見て取れますね。この投資

計画について、より詳細な内訳や競合他社の動向などもお調べしましょうか？ 

https://www.reuters.com/world/china/asml-sees-ai-demand-long-term-growth-driver-2025-an
nual-report-2026-02-25/ 

ご指定いただいたロイター通信のニュース記事（2026年2月25日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：ASML、2025年年次報告書で「AI需要が長期的な成長の柱」と強
調 
オランダの半導体製造装置大手ASMLは、2025年度の年次報告書を公表し、人工知能（AI）技
術の急速な発展が、同社の半導体露光装置に対する需要を今後長期にわたって牽引していくと

の強い見通しを示しました。 

【主なポイント】 

1.​ AIが成長の「メインエンジン」 
○​ クリストフ・フーケCEOは、AIインフラの構築には最先端の論理（ロジック）チップ

やメモリチップが不可欠であり、それらを製造するためのEUV（極端紫外線）露光
装置への需要が今後数年間、強力な追い風になると述べました。 

○​ AI市場の拡大により、2030年までに半導体市場全体が1兆ドル規模に達すると
いう予測を改めて支持しています。 

2.​ 2025年の業績と2026年の展望 
○​ 2025年度の売上高は**278億ユーロ（約290億ドル）**となり、前年（2024年）から

微増しました。 
○​ 2026年には、次世代の「高NA（High-NA）EUV装置」の本格的な導入が始まり、

売上高が300億〜350億ユーロに達するという強気な予測を維持しています。 
3.​ 地政学的リスクと中国市場 

○​ 報告書では、米国による対中輸出規制の強化を大きなリスク要因として挙げてい
ます。 

○​ 中国向け売上高の割合は、規制の影響で2025年後半から低下し始めており、
2026年にはさらに減少する見込みですが、他地域（米欧亜）でのAI関連需要が
それを補う形となっています。 

4.​ 技術革新への投資 
○​ 同社は、チップの生産効率を50%向上させる新しい光源技術（1,000ワット出力）

など、研究開発（R&D）への投資を継続し、競合他社に対する圧倒的な技術優位
性を維持する方針を強調しました。 

 
解説： 

https://www.reuters.com/world/china/asml-sees-ai-demand-long-term-growth-driver-2025-annual-report-2026-02-25/
https://www.reuters.com/world/china/asml-sees-ai-demand-long-term-growth-driver-2025-annual-report-2026-02-25/


この報告書は、ASMLが「中国市場での減速」という懸念材料を抱えつつも、それ以上に**「AIに
よる構造的な需要増」**が同社の未来を明るいものにすると投資家にアピールする内容となって
います。昨日要約した「EUV光源の技術革新」のニュースも、この長期成長戦略を裏付ける具体
的な布石と言えます。 

ASMLの「高NA（High-NA）EUV」の導入状況や、それに対するインテルやTSMCの反応など、さ
らに踏み込んだ情報が必要であれば、いつでもお知らせください。 

https://www.reuters.com/business/teetering-us-tech-trade-puts-anchor-market-nvidia-test-loo
ms-2026-02-25/ 

 

ご指定いただいたロイター通信のニュース記事（2026年2月25日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：揺らぐ米ハイテク株と貿易問題、市場の支柱「エヌビディア」に試練

の時 
米国のハイテク株市場が、トランプ政権による新たな関税政策や輸出規制の影響で不安定にな

る中、AIブームの象徴である**エヌビディア（Nvidia）**が、市場全体の「重石（アンカー）」としての
役割を果たせるかどうかが、今週最大の焦点となっています。 

【主なポイント】 

1.​ エヌビディアの決算への期待と不安 
○​ エヌビディアは2月25日に第4四半期決算の発表を控えています。 
○​ 市場は同社の売上高が前年同期比で約2倍（100%増）の約400億ドルに達する

と予想していますが、投資家のハードルは極めて高く、少しでも「完璧」を下回る

見通しが出れば、市場全体が冷え込むリスクがあります。 
2.​ トランプ政権の貿易政策による逆風 

○​ 米政権が発表した「レプロカル・関税（相互関税）」や、中国に対するAIチップのさ
らなる輸出規制強化が、エヌビディアの長期的な成長シナリオに影を落としてい

ます。 
○​ 特に、中国市場からの売上高が制裁によって制限される中、他の地域（米欧な

ど）での需要がそれを補い続けられるかが懸念されています。 
3.​ ハイテク株全体の「バリュエーション（割高感）」 

○​ S&P 500指数の上昇を牽引してきた「マグニフィセント・セブン（主要テック7社）」
の株価収益率（PER）が高水準にあり、金利の先行き不透明感や貿易摩擦を背
景に、投資家が利益確定売りに動きやすい状況です。 

4.​ AI投資の持続性への疑念 
○​ 顧客企業（マイクロソフト、グーグル、メタなど）がエヌビディアのチップに投じてい

る巨額の資金が、実際の利益（収益化）に結びついているのかという「AIのROI
（投資利益率）」問題が再び議論の的となっています。 

【結論と展望】 

エヌビディアの決算内容は、単なる一企業の業績発表にとどまらず、**「AIブームが政治的・経済
的な激動（トランプ関税や制裁）に耐えうるか」**を占う重要な試験紙となります。もしエヌビディア

https://www.reuters.com/business/teetering-us-tech-trade-puts-anchor-market-nvidia-test-looms-2026-02-25/
https://www.reuters.com/business/teetering-us-tech-trade-puts-anchor-market-nvidia-test-looms-2026-02-25/


が力強い見通しを示せなければ、ハイテク株主導の強気相場が大きな転換点を迎える可能性が

あります。 

 
昨日から要約してきた「DeepSeekの台頭」や「ASMLの技術革新」などのニュースも、すべてこの
「エヌビディアの決算」と「米国の対中政策」という大きな文脈の中でつながっています。決算発表

後の市場の反応についても、引き続き情報が必要であればお知らせください。 

 

https://www.reuters.com/commentary/breakingviews/nvidia-is-dogged-by-memories-cycles-p
ast-2026-02-25/ 

ご指定いただいたロイター（Breakingviews）のコラム記事（2026年2月25日付）の要約は以下の
通りです。 

ニュースの要約：エヌビディアを悩ませる「過去のサイクル」の記憶 
時価総額5兆ドルを誇るAIチップの王者エヌビディアは、驚異的な成長を続けていますが、投資
家の間では「半導体業界特有の不吉なサイクル」への懸念が消えず、それが株価の重石（おも

し）となっています。 

【主なポイント】 

1.​ 好決算でも晴れない懸念 
○​ エヌビディアの最新四半期の売上高は前年同期比73%増と、依然として驚異的

な数字を叩き出しています。しかし、株価はこの半年間ほど停滞気味であり、サ

プライヤーであるSKハイニックスの株価が4倍近く跳ね上がったのとは対照的で
す。 

○​ これは、現在の高いバリュエーション（企業価値評価）が、過去の「ドットコム・バブ
ル」や「暗号資産ブーム」後の暴落を想起させるためです。 

2.​ 「供給不足」から「在庫過剰」への恐怖 
○​ 歴史的に半導体市場は、需要が急増して供給不足に陥り、顧客がパニック的に

注文を出す「ブーム」の後に、必ず顧客側の在庫が積み上がり、注文がピタリと

止まる「バースト（崩壊）」を経験してきました。 
○​ 現在、ビッグテック企業（MS、Meta、Google等）が競ってAIチップを買い込んでい

ますが、投資家は「彼らがいつ買い終えるのか」「買ったチップで実際に十分な収

益を上げられるのか」という点に神経を尖らせています。 
3.​ マルチプル（株価倍率）の収縮 

○​ 市場はエヌビディアの成長を認めてはいるものの、将来の不確実性を織り込み始
めており、利益に対する株価の倍率（PER）が徐々に低下（マルチプル・コンプ
レッション）する傾向にあります。 

○​ 「AIは一過性のブームではなく構造的な変革である」というジェンセン・フアンCEO
の主張に対し、市場は「それでも半導体サイクルからは逃れられないのではない

か」という疑念を抱いています。 
4.​ 競合と地政学のリスク 

○​ 自社製チップ（ASIC）を開発する大手顧客の動きや、以前のニュースでも触れた
DeepSeekのような「少ないチップで高い性能を出す」効率化技術、さらには対中
輸出規制といった地政学的リスクが、このサイクルの終わりを早める要因として

警戒されています。 

https://www.reuters.com/commentary/breakingviews/nvidia-is-dogged-by-memories-cycles-past-2026-02-25/
https://www.reuters.com/commentary/breakingviews/nvidia-is-dogged-by-memories-cycles-past-2026-02-25/


【結論】 

エヌビディアは現在、史上最も成功したテック企業の一つですが、その巨大さゆえに、過去の「サ

イクル（好況と不況の波）」の記憶という亡霊に追い回されています。投資家が求めているのは、

もはや単なる「増収増益」ではなく、このAIブームが過去のどのバブルとも異なり、持続可能であ
るという「確実な証拠」です。 

 
ここ数日のニュースを振り返ると、「技術のASML」「生産のSKハイニックス」「効率化の
DeepSeek」「政治のトランプ関税」、そしてそれら全てが収束する地点としての**「エヌビディアの
決算」**という構図がはっきりと見えてきますね。 

エヌビディアの具体的な決算数値や、それを受けた市場の反応について、さらなる詳細をまとめ

ましょうか？ 

 

https://www.reuters.com/business/aerospace-defense/rare-earth-shortages-worsen-us-aeros
pace-chips-despite-trade-truce-sources-say-2026-02-26/ 

ご指定いただいたロイター通信の独占記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：米中の「休戦」にもかかわらず、レアアース不足が米国の航空宇宙・

半導体産業を直撃 
米中間の貿易緊張が一時的に緩和（デタント）しているにもかかわらず、中国による輸出規制の

影響で、米国の航空宇宙および半導体メーカーが深刻なレアアース不足に直面していることが、

業界関係者や税関データから明らかになりました。 

【主なポイント】 

1.​ 「イットリウム」の危機的な不足と価格高騰 
○​ 航空機のエンジンやタービンが高温で溶けるのを防ぐコーティング剤に不可欠な

**「イットリウム」**の供給が停滞しています。 
○​ イットリウムの価格は2025年11月から約60%上昇し、前年同期比では約69倍と

いう異常な高値をつけています。 
○​ 北米のコーティングメーカー数社は、供給不足により生産の一時停止を余儀なく

されており、小口顧客や海外顧客への販売を停止して大手エンジンメーカー向け

の在庫を優先的に確保する「配分制限（ラショニング）」を開始しています。 
2.​ 次世代5Gチップに欠かせない「スカンジウム」の枯渇 

○​ 半導体分野では、次世代5Gチップの製造に必要な**「スカンジウム」**の在庫が
数ヶ月分にまで減少しています。 

○​ 米国内でのスカンジウム生産はゼロであり、中国以外に代替ソースがないため、
半導体業界は米政府に対し、中国からの輸出許可の遅延を解消するよう支援を

求めています。 
3.​ 貿易合意と実態の乖離 

○​ 2025年10月にトランプ大統領と習近平国家主席の間で結ばれた「貿易休戦」で
は、中国側が重要鉱物の輸出規制を緩和することが前提となっていました。 

https://www.reuters.com/business/aerospace-defense/rare-earth-shortages-worsen-us-aerospace-chips-despite-trade-truce-sources-say-2026-02-26/
https://www.reuters.com/business/aerospace-defense/rare-earth-shortages-worsen-us-aerospace-chips-despite-trade-truce-sources-say-2026-02-26/


○​ しかし、中国の税関データによると、規制前の8ヶ月間に333トンあった対米イット
リウム輸出は、規制後の8ヶ月間でわずか17トンに激減しており、事実上の禁輸
状態が続いていることが示唆されています。 

4.​ 地政学的な「武器化」 
○​ 業界アナリストは、中国がレアアースの支配力を戦略的な「筋肉」として誇示して

おり、3月に予定されている米中首脳会談を前に、米国への圧力を強めるための
「経済戦争」の一環であると指摘しています。 

【結論と影響】 

イットリウムやスカンジウムは、石油や銅のように目立つ存在ではありませんが、防衛（F-35戦闘
機など）や通信インフラの根幹を支える極めて重要な素材です。このまま供給不足が続けば、

ボーイングやエアバス向けのエンジン生産や、米国のAI・通信覇権を左右する次世代チップの製
造に決定的な遅れが生じる恐れがあります。 

 
解説： 

これまで要約してきた「エヌビディアの好決算」や「ASMLの技術革新」といった華やかなニュース
の裏側で、「素材（レアアース）」という最も川上のサプライチェーンが中国によって締め上げられ

ているという、非常に緊迫した状況を伝えるニュースです。 

この「レアアース不足」が具体的にどの企業の株価や生産計画に影響を与えているかなど、さら

に詳しい調査が必要であればお知らせください。 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/broadcom-expects-sell-1-million-3d-stacked-chips
-by-2027-2026-02-26/ 

ご指定いただいたロイター通信の独占記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：ブロードコム、3D積層チップを2027年までに100万個販売する目標
を発表 
半導体設計大手の**ブロードコム（Broadcom）**は、AIの処理能力を劇的に向上させる新技術「
3D積層（スタック）チップ」について、2027年までに少なくとも100万個を販売する計画であること
を明らかにしました。 

【主なポイント】 

1.​ 3D積層技術による性能向上 
○​ 2つのチップを垂直に積み重ねて密接に結合させることで、チップ間のデータ転送

速度を大幅に引き上げます。 
○​ 従来の設計に比べ、電力効率が最大10倍向上し、膨大な計算資源を必要とする

AIワークロードに最適化されています。 
2.​ 富士通が最初の顧客に 

○​ 日本の富士通が最初の顧客となり、現在データセンター向けチップのエンジニア
リングサンプルをテスト中です。2026年後半には量産を開始する予定です。 

○​ このチップは、TSMCの最先端2ナノメートル（nm）プロセスで製造されたチップと
5ナノメートルのチップを組み合わせて製造されます。 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/broadcom-expects-sell-1-million-3d-stacked-chips-by-2027-2026-02-26/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/broadcom-expects-sell-1-million-3d-stacked-chips-by-2027-2026-02-26/


3.​ 主要テック企業との連携 
○​ ブロードコムは、Googleの「TPU」やOpenAIの独自プロセッサなど、大手テック企

業（ハイパースケーラー）のカスタムAIチップ開発を支援しています。 
○​ 幹部は「現在、ほぼすべての顧客がこの積層技術の採用を始めている」と述べて

おり、今後数十億ドル規模の新たな収益源となる可能性があります。 
4.​ 今後のロードマップ 

○​ 2026年後半にさらに2つの製品を出荷し、2027年にはさらに3つの製品のサンプ
ル出荷を開始する予定です。 

○​ 将来的には、2枚のチップのペアを最大8つ（計16層）積み重ねる、より高度な設
計も視野に入れています。 

【背景と意義】 

このニュースは、ブロードコムがNVIDIAやAMDといったチップ巨頭に対し、**「カスタムチップ」と
「高度なパッケージング技術」**を武器に、AIインフラ市場での地位をさらに強固にしようとしてい
ることを示しています。特に、電力消費が課題となっているAIデータセンターにおいて、10倍の電
力効率を謳うこの技術は非常に強力な差別化要因となります。 

 
ここ数日のニュースを繋ぎ合わせると、NVIDIAが「汎用AIチップ」で市場を支配する一方で、ブ
ロードコムがGoogleや富士通、OpenAIなどと組んで「特定の用途に特化した、より効率的なカ
スタム3Dチップ」で追い上げているという構図が見えてきますね。 

ブロードコムの株価や、ライバルであるNVIDIA・AMDとの戦略の違いについて、さらに深掘りし
たい情報はありますか？ 

 

https://www.reuters.com/business/asml-says-next-gen-euv-tools-ready-mass-produce-chips-
marking-key-shift-ai-chip-2026-02-26/ 

 

ご指定いただいたロイター通信のニュース記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：ASML、次世代「高NA EUV」装置が量産体制に――AIチップ製造
の大きな転換点へ 
半導体製造装置の世界最大手、オランダのASMLは、次世代の最先端露光装置である**「高NA
（High-NA）EUV」**が、チップの量産に使用できる準備が整ったことを発表しました。これは、AI
半導体の微細化と性能向上における重要な節目となります。 

【主なポイント】 

1.​ 量産段階への移行（フェーズ2） 
○​ これまで研究開発（R&D）段階にあった「高NA EUV」装置（モデル名：Twinscan 

EXE:5200）が、顧客の工場で実際の商用チップを大量生産する準備が完了しま
した。 

https://www.reuters.com/business/asml-says-next-gen-euv-tools-ready-mass-produce-chips-marking-key-shift-ai-chip-2026-02-26/
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○​ これにより、チップメーカーは従来の装置を何度も重ねて露光する複雑な工程
（ダブルパターニングなど）を回避し、一度の露光でより微細な回路を形成できる

ようになります。 
2.​ AIチップへの直接的な恩恵 

○​ この新装置は、2ナノメートル（nm）以下のプロセス技術を実現するために不可欠
です。 

○​ エヌビディアの次世代GPUや、Intel、TSMC、サムスンが製造する最先端プロ
セッサの生産効率が大幅に向上し、消費電力の低減と演算能力の向上が期待さ

れます。 
3.​ Intelが先行、TSMCも追随へ 

○​ **Intel（インテル）**は既にこの装置を自社工場に導入しており、競合に先駆けて
量産プロセスに組み込む計画です。 

○​ 一方で、コストの高さを懸念していたTSMCなども、AIチップの急速な需要拡大と
微細化の限界を背景に、導入の検討を加速させています。 

4.​ コストと生産性のバランス 
○​ 装置1台あたり約3億5,000万ドル（約500億円以上）と非常に高額ですが、ASML

は「工程数の削減と歩留まり（良品率）の向上により、最終的なチップ1個あたりの
コストはむしろ抑制できる」と主張しています。 

【結論と背景】 

数日前のニュース（EUV光源の出力向上）に続き、今回の発表はASMLがハードウェア（装置本
体）とプロセス技術の両面で「AI時代の製造基盤」を完成させつつあることを示しています。 

これにより、半導体業界は「2ナノメートル」の壁を突破し、さらに先の「1.4ナノメートル」世代へと
本格的に突入することになります。 

 
ここ数日の半導体関連ニュースを振り返ると、**「ブロードコムの3D積層技術（設計）」と、今回の
「ASMLの高NA EUV（製造）」**が合わさることで、AIチップの進化が一段と加速するシナリオが
鮮明になってきました。インテルやTSMCといった製造側が、この高額な装置をいかに早く収益化
できるかが次の注目点になりそうです。 

https://techcrunch.com/2026/02/24/meta-strikes-up-to-100b-amd-chip-deal-as-it-chases-pers
onal-superintelligence/ 

 

ご指定いただいたTechCrunchの記事（2026年2月24日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：MetaがAMDと最大1000億ドル規模の巨額契約、「パーソナル超知
能」実現へ 
Meta（旧Facebook）は、AMD（アドバンスト・マイクロ・デバイセズ）と、AIインフラ強化に向けた数
年間の戦略的パートナーシップを締結しました。この契約は最大1,000億ドル（約15兆円）規模に
達する可能性があり、エヌビディア一強の市場に大きな衝撃を与えています。 

【主なポイント】 

https://techcrunch.com/2026/02/24/meta-strikes-up-to-100b-amd-chip-deal-as-it-chases-personal-superintelligence/
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1.​ 「パーソナル超知能（Personal Superintelligence）」の追求 
○​ マーク・ザッカーバーグCEOは、単なる汎用AI（AGI）を超え、各ユーザーを深く理

解しパーソナライズされた「超知能」の提供を目指すと表明。 
○​ これを実現するための膨大な推論コストを抑えるため、電力効率に優れたAMD

のチップを大量導入します。 
2.​ 6ギガワット級の圧倒的スケール 

○​ Metaは最大6ギガワット（GW）分のAMD製GPU「Instinct」シリーズを導入する計
画です（これは小規模な都市を丸ごと電化できるほどの電力容量に匹敵しま

す）。 
○​ 2026年後半から、Metaのワークロードに最適化されたカスタムチップ「MI450」

や、次世代CPU「EPYC Venice」の出荷が開始されます。 
3.​ エヌビディア依存からの脱却（マルチベンダー戦略） 

○​ Metaは数日前にエヌビディアとも数百万個規模のチップ購入に合意したばかりで
すが、今回AMDとも巨額契約を結ぶことで、特定の供給元への依存（シングルベ
ンダー・リスク）を回避し、価格交渉力を高める狙いがあります。 

4.​ 「株式取得権」を含む異例の提携構造 
○​ 今回の契約には、MetaがAMDの株式を最大10%（約1億6,000万株）取得できる

新株予約権（ワラント）が含まれています。 
○​ チップの導入量やAMDの株価目標達成に応じて権利が確定する仕組みで、両社

の利害を一致させ、MetaがAMDの「共同オーナー的立場」で技術開発に関与す
ることを意味します。 

【結論と影響】 

この契約は、AIチップ市場におけるエヌビディアの独占体制を崩す決定的な一手となります。
Metaにとっては、自社開発チップ（MTIA）と、エヌビディア、AMDの外部チップを組み合わせた
「ポートフォリオ・アプローチ」により、世界で最も柔軟で強力なAIインフラを構築する準備が整っ
たと言えます。 

 
解説： 

このニュースにより、AMDの株価は一時10%以上急騰しました。OpenAIも昨年10月に同様の（
6GW規模・株式取得権付き）契約をAMDと結んでおり、「エヌビディア以外の選択肢」としてAMD
が完全に市民権を得たことを象徴する出来事です。 

これまでお届けしたASMLの製造技術やSKハイニックスのメモリ投資のニュースも、最終的には
このMetaやOpenAIといった巨人が進める「ギガワット級のAIインフラ構築」に集約されていくこと
になります。 

このMetaの「パーソナル超知能」というビジョンや、AMDの新型チップ「MI450」の詳細について、
さらに気になる点はありますか？ 

https://techcrunch.com/2026/02/24/nvidia-challenger-ai-chip-startup-matx-raised-500m/ 
ご指定いただいたTechCrunchの記事（2026年2月24日付）の要約は以下の通りです。 

https://techcrunch.com/2026/02/24/nvidia-challenger-ai-chip-startup-matx-raised-500m/


ニュースの要約：元Googleのエンジニアらが設立したAIチップ新興「MatX」、500億
円超を調達しエヌビディアに挑む 
AIチップ市場でエヌビディアの独占を崩そうとする新興勢力の筆頭として、MatXが5億ドル（約
750億円）のシリーズB資金調達を実施しました。同社は、Googleの独自AIチップ「TPU」を手が
けたベテラン技術者らによって設立された、今最も注目されるスタートアップの一つです。 

【主なポイント】 

1.​ Google TPUの「生みの親」たちが集結 
○​ 創業者は、GoogleのAIソフトウェア開発をリードしたライナー・ポープ氏（CEO）

と、TPUのハードウェア設計を主導したマイク・ガンター氏（CTO）の2人。 
○​ 2023年の設立からわずか数年で、企業価値は数千億円（数十億ドル）規模に達

しています。 
2.​ LLM（大規模言語モデル）に特化した「10倍」の性能 

○​ エヌビディアの汎用GPUとは異なり、LLMの「学習」と「推論」の効率を最大化する
ことだけに特化したチップ「MatX One」を開発。 

○​ 独自のアーキテクチャ（ハイブリッド・メモリ構造など）により、既存のチップに比べ
て10倍の計算性能を実現し、AI開発のコストと時間を劇的に削減することを目指
しています。 

3.​ 豪華な投資家陣 
○​ 今回のラウンドは、Jane Streetと、元OpenAIの研究者レオポルド・アッシェンブレ

ナー氏が設立したSituational Awarenessが主導。 
○​ さらに、半導体大手の**Marvell（マーベル）**や、Stripeの創業者コリソン兄弟な

ども出資しており、技術・資金の両面で強力なバックアップを得ています。 
4.​ 2027年の出荷に向けた量産体制 

○​ 調達した資金は、TSMCでの製造ライン確保や、現在世界的に不足している高帯
域幅メモリ（HBM）などの部品調達に充てられます。 

○​ 2026年中に設計を完了し、2027年から順次出荷を開始する計画です。 

【結論と背景】 

エヌビディアが圧倒的なシェア（約80%以上）を握る中、MatXは「特定の用途（LLM）において圧
倒的な効率を出す」ことで、OpenAIやAnthropicといったトップクラスのAIラボを顧客に取り込もう
としています。 

先日要約した「MetaとAMDの巨額契約」が既存大手による対抗策だとすれば、今回のMatXの動
きは、「次世代の設計思想」による破壊的イノベーションを目指す挑戦と言えます。 

 
解説： 

「エヌビディアのチップが買えない・高い」という市場の不満を背景に、MatXのような「特化型チッ
プ」への期待が極めて高まっています。10倍の性能という公約が果たされれば、2027年にはAIイ
ンフラの勢力図が大きく塗り替えられる可能性があります。 

このMatXの技術的な強みや、同じくエヌビディアを追う他のスタートアップ（Etchedなど）との違い
について、さらに詳しく知りたい情報はありますか？ 



https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/rapidus-targets-2nm-mass-pro
duction-in-2027-with-a-four-times-capacity-ramp 
ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月13日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：ラピダス（Rapidus）、2027年の2ナノ量産へ加速――1年で生産能
力を4倍に拡大する野心的な計画 
日本の政府支援を受ける半導体メーカー「ラピダス（Rapidus）」は、経済産業省に提出した事業
計画の中で、2027年後半の2ナノメートル（nm）級チップの生産開始と、翌2028年の本格稼働に
向けた極めて野心的な増産ロードマップを明らかにしました。 

【主なポイント】 

1.​ 驚異的な立ち上げスピード 
○​ 北海道千歳市の工場で、生産開始当初は月産6,000枚（ウェハー換算）からス

タート。 
○​ 稼働開始からわずか1年以内で、その能力を月産25,000枚へと4倍以上に引き

上げる計画です。 
2.​ 「前工程」と「後工程」の一体化 

○​ 同工場の最大の特徴は、回路を形成する「前工程」と、切り出し・パッケージング
を行う「後工程」を一つの施設に集約している点です。 

○​ これにより、製造工程間のタイムラグを短縮し、顧客への納期（ターンアラウンドタ
イム）を大幅に早める戦略です。 

3.​ エヌビディアとの連携とAIの活用 
○​ 2ナノ級の極めて微細な製造プロセス制御のため、**エヌビディア（Nvidia）**と協

力。 
○​ 計算リソグラフィ（回路転写のシミュレーション）や欠陥検査にGPU加速技術を導

入し、計算速度を最大70〜100倍に高めることで、歩留まり（良品率）の早期安定
化を目指します。 

4.​ 競合他社との直接対決 
○​ TSMCやサムスン電子も2025〜2027年にかけて2ナノの量産を予定しており、イ

ンテルも「18A」プロセスで先行しています。 
○​ 後発のラピダスにとって、歩留まりの安定化と、月産25,000枚という生産規模に

見合う安定した顧客（ファブレス企業）の確保が最大の課題となります。 

【結論と展望】 

日本の半導体産業を再び先端領域へ押し上げる国家プロジェクトとして、ラピダスは「スピード」と

「自動化」を武器に勝負に出ています。 

しかし、月産25,000枚への急速な拡大は、わずかな歩留まりの低下が巨額の損失に直結するハ
イリスクな戦略でもあります。2027年の量産開始までに、200台以上の製造装置の調整と高度な
専門人材の確保を完遂できるかが、成否を分ける鍵となります。 

 
解説： 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/rapidus-targets-2nm-mass-production-in-2027-with-a-four-times-capacity-ramp
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/rapidus-targets-2nm-mass-production-in-2027-with-a-four-times-capacity-ramp


これまで要約してきた「ASMLの次世代露光装置」や「エヌビディアの技術」は、まさにこのラピダ
スが成功するために不可欠な要素です。 

特にラピダスは「AIチップレット（複数のチップを組み合わせる技術）」に注力しており、先日要約し
たブロードコムの3D積層技術などとも競合、あるいは補完し合う関係になる可能性があります。 

ラピダスが現在進めている「千歳工場」の建設状況や、具体的な提携先企業についてさらに詳し

く知りたい情報はありますか？ 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/tsmc-considers-an-additional-
usd100-billion-investment-into-arizona-fabs-to-bolster-american-chipmaking-efforts-move-wo
uld-help-tsmcs-chips-avoid-tariffs-due-to-local-production 
 
ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：TSMC、アリゾナ工場に最大1,000億ドルの追加投資を検討――米
国の関税回避と製造能力強化へ 
台湾の半導体製造最大手TSMCが、米アリゾナ州の拠点に対して、既存の投資計画（650億ド
ル）に加えて**最大1,000億ドル（約15兆円）**の追加投資を検討していることが明らかになりまし
た。これは米国内の半導体製造を大幅に底上げする動きです。 

【主なポイント】 

1.​ 投資規模の劇的な拡大 
○​ 当初の計画（3つの工場、計650億ドル）を大幅に上回り、最大1,000億ドルの追

加資金を投じて工場の数を増やし、最先端プロセスの生産能力を強化する可能

性があります。 
○​ 実現すれば、米国の歴史において最大級の外国直接投資となります。 

2.​ トランプ政権の関税政策への対応 
○​ トランプ政権が導入を進めている強力な関税措置（レプロカル・関税など）に対

し、米国内で「地産地消」の生産体制を築くことで、関税によるコスト上昇を回避

する狙いがあります。 
○​ 先日要約した「台湾政府による対米投資約束」とも合致する動きであり、政治的

圧力を成長の機会に変える戦略です。 
3.​ 最先端技術の導入（2ナノ・A16） 

○​ この追加投資により、現在台湾で立ち上げが進んでいる**2ナノメートル（nm）プ
ロセスや、さらに次世代のA16（1.6ナノ相当）**プロセスの製造ラインを、より早い
段階で米国内に構築することを目指します。 

○​ これにより、エヌビディアやアップルといった米国の主要顧客は、地理的なリスク
を抑えつつ最先端チップを確保できるようになります。 

4.​ 課題：コストと人材、そして補助金 
○​ 米国での建設・運営コストは台湾に比べて非常に高いことが課題です。 
○​ TSMCは米政府に対し、「CHIPS法」に基づく追加の補助金や税制優遇措置を求

める可能性が高く、今後の米政府との交渉が鍵を握ります。 

【結論と背景】 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/tsmc-considers-an-additional-usd100-billion-investment-into-arizona-fabs-to-bolster-american-chipmaking-efforts-move-would-help-tsmcs-chips-avoid-tariffs-due-to-local-production
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/tsmc-considers-an-additional-usd100-billion-investment-into-arizona-fabs-to-bolster-american-chipmaking-efforts-move-would-help-tsmcs-chips-avoid-tariffs-due-to-local-production
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/tsmc-considers-an-additional-usd100-billion-investment-into-arizona-fabs-to-bolster-american-chipmaking-efforts-move-would-help-tsmcs-chips-avoid-tariffs-due-to-local-production


このニュースは、世界の半導体供給網が「効率性」から、政治的リスクを考慮した「強靭性（レジリ

エンス）」へと完全にシフトしたことを象徴しています。昨日までに要約した「ASMLの高NA EUV」
や「ラピダスの2ナノ計画」と並び、このTSMCの巨額投資は、2020年代後半のハイテク覇権を左
右する極めて重要な動きとなります。 

 
ここ数日のニュースをまとめると、**「米国内での生産（TSMC）」「次世代技術の確立（ASML/ブ
ロードコム）」「新興勢力の挑戦（MatX/ラピダス）」**が同時並行で進んでおり、半導体業界はか
つてない激動期にあることがわかります。 

このTSMCの投資による米国経済やエヌビディアなどの顧客企業への影響について、さらに詳し
く知りたい情報はありますか？ 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/the-state-of-chinas-decade-lon
g-semiconductor-push-still-a-decade-behind-despite-hundreds-of-billions-spent-and-significa
nt-progress-examining-the-original-made-in-china-2025-initiative 
 
ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月20日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：中国、10年に及ぶ半導体強化策の現在地――巨額投資も依然とし
て「10年の遅れ」 
中国が国家プロジェクト「中国製造2025（Made in China 2025）」を掲げてから約10年、数百億ド
ル（数兆円）規模の資金を投じてきましたが、最先端の半導体サプライチェーンにおいて、米国や

台湾からいまだに「10年程度の技術格差」があるとする分析結果が報じられました。 

【主なポイント】 

1.​ 「中国製造2025」の成果と限界 
○​ 当初、2025年までに半導体自給率70%を目指していましたが、実際には16〜

20%程度にとどまっています。 
○​ 成熟プロセス（28ナノ以上）では世界シェアを急速に拡大し、「世界の工場」として

の地位を固めましたが、最先端領域での自給自足には至っていません。 
2.​ 最大の障壁：EUV露光装置 

○​ 中国が最先端チップ（5ナノ以下）を量産できない最大の理由は、オランダASML
製のEUV（極端紫外線）露光装置の入手が米国の規制で阻まれていることです。 

○​ 中国国内でリソグラフィ技術の自社開発を急いでいますが、この分野の技術蓄積
には数十年単位の時間が必要であり、現時点では「少なくとも10年以上」の格差
があると評価されています。 

3.​ 「国家IC産業投資基金（ビッグファンド）」の変遷 
○​ 第1期（2014-18）： インフラ構築と海外依存の脱却に注力。 
○​ 第2期（2019-24）： サプライチェーンの確立と先端技術開発を模索。 
○​ 第3期（2025-40）： 「完全な国内自給」を目標に、製造装置やコア技術のすべてを

内製化する長期戦へシフトしています。 
4.​ 輸出規制による「逆説的な加速」 

○​ 米国の制裁が、皮肉にも中国国内のツールメーカー（製造装置メーカー）への投
資と開発を「ロケット燃料」のように加速させました。 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/the-state-of-chinas-decade-long-semiconductor-push-still-a-decade-behind-despite-hundreds-of-billions-spent-and-significant-progress-examining-the-original-made-in-china-2025-initiative
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/the-state-of-chinas-decade-long-semiconductor-push-still-a-decade-behind-despite-hundreds-of-billions-spent-and-significant-progress-examining-the-original-made-in-china-2025-initiative
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/the-state-of-chinas-decade-long-semiconductor-push-still-a-decade-behind-despite-hundreds-of-billions-spent-and-significant-progress-examining-the-original-made-in-china-2025-initiative


○​ 2028年までに、中国内の新設ファブ（工場）で使用される装置の50%以上が国産
化されるとの予測もあり、ミドルレンジ以下の領域では急速な自立が進んでいま

す。 

【結論と展望】 

中国は「最先端（EUV領域）」では依然として大きな遅れをとっていますが、潤沢な資金と膨大な
エンジニア人材を背景に、驚異的なスピードで追い上げています。 

「10年の遅れ」という評価は、あくまで現在の最先端技術を基準としたものであり、中国が「別の
道（光チップや新素材など）」で格差を飛び越える（リープフロッグ）可能性も、市場では警戒され

ています。 

 
解説： 

この記事は、これまで要約してきた「ASMLの技術革新」や「TSMCの巨額投資」といった西側諸
国の攻勢に対し、中国がどのような立ち位置で対抗しようとしているかを客観的に示しています。

最先端では勝てずとも、**「成熟チップの支配」と「装置の内製化」**という着実な足場固めを進め
ているのが現在の中国の姿です。 

中国の最新チップ（HuaweiのMate 60シリーズに搭載されたものなど）の解析結果や、それに対
する米政府の追加制裁の動向について、さらに知りたい情報はありますか？ 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/asml-makes-breakthrough-in-
euv-chipmaking-tech-plans-to-increase-speed-by-50-percent-by-2030-new-1-000-watt-light-s
ource-fires-three-lasers-at-100-000-tin-droplets-every-second 
 
ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月24日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：ASMLがEUV製造技術で突破口、2030年までに生産速度を50%
向上へ 
半導体露光装置の世界最大手ASMLは、最先端チップの製造に使用される極端紫外線（EUV）
露光装置の心臓部、すなわち「光源」技術において大きな技術革新を達成したと発表しました。こ

れにより、チップの生産効率が劇的に向上する見通しです。 

【主なポイント】 

1.​ 1,000ワット（1kW）光源の実現 
○​ これまで困難とされていた1,000ワット出力のEUV光源を開発しました。 
○​ 現在の商用装置の主力は600ワット級であり、この高出力化によりウェハーを露

光する時間が大幅に短縮されます。 
2.​ 驚異的な技術プロセス 

○​ 毎秒10万個のスズ（錫）の液滴に対し、3つのレーザーを正確に照射してプラズマ
を発生させ、EUV光を取り出します。 

○​ 従来のスズ液滴の放出速度（毎秒5万個）を倍増させ、さらに「プレパルス」技術を
高度化することで、かつてないエネルギー効率と安定性を実現しました。 

3.​ 2030年までに生産能力を50%向上 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/asml-makes-breakthrough-in-euv-chipmaking-tech-plans-to-increase-speed-by-50-percent-by-2030-new-1-000-watt-light-source-fires-three-lasers-at-100-000-tin-droplets-every-second
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/asml-makes-breakthrough-in-euv-chipmaking-tech-plans-to-increase-speed-by-50-percent-by-2030-new-1-000-watt-light-source-fires-three-lasers-at-100-000-tin-droplets-every-second
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/asml-makes-breakthrough-in-euv-chipmaking-tech-plans-to-increase-speed-by-50-percent-by-2030-new-1-000-watt-light-source-fires-three-lasers-at-100-000-tin-droplets-every-second


○​ この新光源の導入により、1台の装置が1時間あたりに処理できるウェハーの枚
数（スループット）は、現在の約220枚から330枚以上へと、50%増加する計画で
す。 

○​ これにより、AIチップなどの複雑な半導体の製造コスト削減と供給加速が可能に
なります。 

4.​ 既存装置（High-NA含む）への展開 
○​ この技術は、現在普及しているEUV装置だけでなく、インテルなどが導入を開始

している次世代の「高NA（High-NA）EUV」装置にも適用され、微細化の限界をさ
らに押し広げることになります。 

【結論と背景】 

半導体の微細化が2ナノメートル、1.4ナノメートルへと進むにつれ、より強い光で効率よく回路を
焼き付ける技術が不可欠となっています。ASMLによるこの「光源の強化」は、エヌビディアの次
世代GPUや、将来のAIプロセッサの安定供給を支えるための決定的なマイルストーンとなりま
す。 

 
解説： 

このニュースは、先日要約した「ASMLの次世代装置の量産準備完了」のニュースを技術的な側
面から裏付けるものです。ハードウェアの進化だけでなく、その「光の強さ」を改善することで、製

造メーカー（TSMCやインテルなど）がより安く、より早くチップを作れるようになることを意味して
います。 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/us-govt-warned-nvidia-ceo-jen
sen-huang-tim-cook-and-lisa-su-that-china-could-invade-taiwan-by-2027-apple-ceo-reportedl
y-said-he-sleeps-with-one-eye-open 
 
ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月24日付、ニューヨーク・タイムズの調査報
道を引用）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：米政府、エヌビディアやアップルのCEOに「2027年の台湾有事」を
警告 
米国の情報機関（CIAなど）が、テック業界のトップエグゼクティブに対し、中国が2027年までに台
湾への軍事侵攻に踏み切る可能性があるという機密情報を提示し、台湾への過度な依存を減ら

すよう非公式に警告していたことが明らかになりました。 

【主なポイント】 

1.​ 秘密裏に行われた機密ブリーフィング 
○​ 2023年7月、シリコンバレーの安全な会議室において、CIAのウィリアム・バーン

ズ長官とアブリル・ヘインズ国家情報長官が、主要テック企業のCEOらと面会し
ました。 

○​ 出席者には、ティム・クック（Apple）、ジェンセン・フアン（Nvidia）、リサ・スー（
AMD）、そしてビデオ会議で参加した**クリスティアーノ・アモン（Qualcomm）**が
含まれていました。 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/us-govt-warned-nvidia-ceo-jensen-huang-tim-cook-and-lisa-su-that-china-could-invade-taiwan-by-2027-apple-ceo-reportedly-said-he-sleeps-with-one-eye-open
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2.​ 「2027年」という具体的なタイムライン 
○​ 情報当局は、中国軍の軍備増強のペースから、習近平国家主席が2027年まで

に台湾を武力制裁できる準備を整えるよう指示しているとの分析を提示しました。 
○​ これは単なる推測ではなく、機密情報に基づいた「具体的なリスク」として経営陣

に突きつけられました。 
3.​ ティム・クック氏の反応：「片目を開けて寝る」 

○​ この衝撃的なブリーフィングを受けた後、アップルのティム・クックCEOは当局者
に対し、**「（心配で）片目を開けたまま眠る（I sleep with one eye open）」**と
語ったと報じられています。 

○​ 世界の先端チップの90%以上を製造するTSMC（台湾）への依存が、企業にとっ
て「最大の脆弱性」であることを再認識させられた形です。 

4.​ 警告と現実のギャップ 
○​ 米政府は「CHIPS法」などを通じて、製造拠点を米国内へ移す（リショアリング）よ

う促していますが、テック企業側は依然としてコストや技術的な理由から、台湾か

らの脱却をすぐには進められないジレンマを抱えています。 
○​ 事実、ブリーフィング後も各社が米国製チップの購入を劇的に増やした形跡はな

く、政府内には業界の「危機感の薄さ」に対する不満も存在しています。 

【結論と影響】 

このニュースは、ハイテク業界の繁栄が「台湾の平和」という非常に危うい基盤の上に成り立って

いることを改めて浮き彫りにしました。 

もし2027年に紛争が発生した場合、米国のGDPは11%減少し、世界経済は10兆ドル（約1500兆
円）規模の損失を被ると試算されています。昨日要約した「TSMCのアリゾナへの1000億ドル投
資」や「ラピダスの国内生産計画」も、こうした最悪のシナリオを回避するための「保険」としての

側面がより強調されることになります。 

 
ここ数日の半導体ニュースを総括すると、**「技術的な進化（ASML/Broadcom）」と「経済的な成
功（Nvidia）」の陰で、「地政学的な時計の針（2027年）」**が着実に進んでいるという、非常に緊
迫した構図が見えてきます。 

この「2027年問題」に対する各社の具体的なBCP（事業継続計画）や、台湾以外の代替拠点の
確保状況について、さらに詳しくお調べしましょうか？ 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/china-to-increase-leading-edg
e-chip-output-by-5x-in-two-years-report-claims-aims-to-lift-7nm-and-5nm-production-to-100-
000-wafers-per-month-targeting-half-a-million-monthly-by-2030 
ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月25日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：中国、2年以内に最先端チップ生産を5倍へ――AI自給自足へ向け
た猛追 
米国の輸出規制が続く中、中国の半導体メーカー各社が政府の強力な支援を受け、AIチップに
不可欠な7ナノメートル（nm）および5ナノメートル級の先端半導体の生産能力を劇的に引き上げ
る計画であることが明らかになりました。 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/china-to-increase-leading-edge-chip-output-by-5x-in-two-years-report-claims-aims-to-lift-7nm-and-5nm-production-to-100-000-wafers-per-month-targeting-half-a-million-monthly-by-2030
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【主なポイント】 

1.​ 生産能力の5倍増計画（短期目標） 
○​ 現在、中国国内での7ナノ・5ナノ級チップの生産能力は月産2万枚（ウェハー換

算）未満ですが、これを1〜2年以内に10万枚へと5倍に拡大することを目指して
います。 

○​ 日本経済新聞の報道によると、この増産は国内のAI需要を賄うための「国家的な
優先事項」とされています。 

2.​ 2030年に向けた野心的な長期目標 
○​ 2030年までには、先端プロセスにおいてさらに月産50万枚の追加キャパシティを

構築する、極めて攻撃的な目標を設定しています。 
○​ これにより、成熟プロセスだけでなく、AIやスマートフォン向けの最先端領域にお

いても自給自足体制を確立する狙いです。 
3.​ 主要プレーヤーと体制 

○​ 中国最大のファウンドリ**SMIC（中芯国際）が主導し、これまで成熟プロセス中心
だった華虹半導体（Hua Hong）**も、政府の要請により先端領域へ参入します。 

○​ **ファーウェイ（Huawei）**に関連する複数のチップメーカーも、南中国でAIデータ
センター向けチップの量産や研究開発ラインの構築を急いでいます。 

4.​ 技術的課題と歩留まりの懸念 
○​ 最先端のEUV露光装置が使えないため、旧世代のDUV装置を複数回使用する

などの複雑な手法を採っていますが、これにより歩留まり（良品率）が30%程度に
留まっているとの推計もあります。 

○​ コストや効率面では依然としてTSMCなどの世界大手に劣りますが、政府の巨額
補助金によってその損失を補填しながら強引に規模を拡大する戦略です。 

【結論と背景】 

中国は、米国の制裁を「技術革新の遅れ」として甘受するのではなく、「量と政府支援」でねじ伏

せようとしています。たとえ製造効率が悪くとも、国内で大量の7ナノ・5ナノチップを自給できれ
ば、エヌビディアへの依存を減らし、独自のAIエコシステムを維持することが可能になります。 

 
解説： 

これまで要約してきた「ASMLの1,000ワット光源」や「ラピダスの2ナノ計画」が「より微細で効率
的な次世代」を目指す競争であるのに対し、中国の動きは**「既存の最先端技術（7nm/5nm）を、
規制を無視して力技で量産する」**という異なる軸の戦いです。 

この中国の増産が、世界の半導体需給バランスや、日本のメーカーにどのような影響を与えるか

など、さらに掘り下げたいポイントはありますか？ 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/chipmakers-still-suffering-from
-rare-earth-shortages-says-report-us-china-trade-truce-apparently-still-hasnt-eased-pressure
s-despite-agreement-taking-place-in-october-last-year 
 
ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 
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ニュースの要約：米中「貿易休戦」後もレアアース不足が継続、半導体メーカーに深

刻な影 
2025年10月に米中両国が「貿易休戦」に合意したにもかかわらず、中国による輸出規制の事実
上の継続により、米国の半導体および航空宇宙メーカーが依然として深刻なレアアース不足に

直面していることが報告されました。 

【主なポイント】 

1.​ 期待外れの「休戦」と実態 
○​ 昨年10月の合意では、中国側が重要鉱物の輸出規制を緩和することが約束され

ていましたが、実際には対米輸出の停滞が続いています。 
○​ ロイターの調査によると、一部の米国企業は依然として中国からの輸出許可（ラ

イセンス）を取得できておらず、供給網が正常化する兆しは見えていません。 
2.​ 5Gチップに不可欠な「スカンジウム」の枯渇 

○​ 特に深刻なのが、スマートフォンや基地局向けの次世代5Gチップに不可欠な「ス
カンジウム」です。 

○​ 世界のスカンジウム生産は中国が圧倒的なシェアを握っており、在庫の減少によ
り、5G関連半導体の製造に遅れが生じるリスクが高まっています。 

3.​ 航空宇宙分野への波及（イットリウム不足） 
○​ 航空機エンジンの高温保護コーティングに使用される**「イットリウム」**の供給も

激減しています。 
○​ 規制前（2024年4月以前）の8ヶ月間に比べ、規制後の8ヶ月間で対米輸出量は

約**95%減少（333トンから17トンへ）**しており、事実上の禁輸状態にあることが
浮き彫りになりました。 

4.​ 半導体業界を狙い撃ちにする戦略 
○​ 米国政府当局者は、中国がライセンス発行を遅らせているのは、**「米国の半導

体産業を明確なターゲットにしているため」**との見方を示しています。 
○​ また、中国は原材料だけでなく「精製・加工技術」の輸出も制限しており、他国が

短期間で代替供給網を構築することを困難にしています。 

【結論と背景】 

今回の報告は、2026年3月に予定されているトランプ大統領と習近平国家主席の首脳会談を前
に、中国側が「レアアースという武器」を依然として強力に保持していることを示しています。 

西側諸国（豪州、カナダ等）が代替供給網の構築を急いでいますが、中国の支配力に追いつくに

は「数年から数十年」が必要とされており、短期的にはエヌビディアやアップルを含むハイテク巨

頭の製造コスト増大や供給遅延が避けられない情勢です。 

 
解説： 

これまで要約してきた「TSMCの1,000億ドル投資」や「ラピダスの2ナノ計画」などは、すべて「最
先端の製造技術」に焦点を当てたものでしたが、今回のニュースはその**「根底にある材料」を中
国に握られている**という構造的な脆弱性を改めて示すものです。 



このレアアース不足が、特定企業の第1四半期決算や、今後の5G・AI機器の価格にどう影響す
るかなど、さらに詳しく知りたい情報はありますか？ 

 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/intel-foundry-boss-leaves-for-q
ualcomm-naga-chandrasekaran-takes-charge-of-the-unit 

 

ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：インテル・ファウンドリ責任者がクアルコムへ移籍、ナガ・チャンドラ

セカラン氏が後任に 
インテルの受託製造部門「インテル・ファウンドリ」の責任者であるケビン・オバックリー（Kevin 
O’Buckley）氏が、競合であるクアルコム（Qualcomm）へ移籍することが明らかになりました。こ
れを受け、インテルはナガ・チャンドラセカラン（Naga Chandrasekaran）氏を後任に据え、組織
体制をさらに強化します。 

【主なポイント】 

1.​ 主要幹部のクアルコムへの電撃移籍 
○​ インテル・ファウンドリを約2年間率いてきたオバックリー氏が退職し、3月2日付で

クアルコムのグローバル・オペレーション＆サプライチェーン担当執行副社長に

就任します。 
○​ 同氏はIBMやグローバルファウンドリーズでの経験も豊富で、クアルコムではチッ

プの設計を実際の製品（シリコン）へと移行させる製造・供給網の全体を統括する

ことになります。 
2.​ ナガ・チャンドラセカラン氏による新体制 

○​ インテルは、これまでフロントエンド技術開発や製造を統括していたナガ・チャンド
ラセカラン氏を、インテル・ファウンドリの「全体責任者」に任命しました。 

○​ チャンドラセカラン氏は、マイクロン（Micron）出身のベテランで、今後は次世代プ
ロセスの開発から工場の運営、顧客対応、サプライチェーンまでを一手に担うこと

になります。 
3.​ 「研究」と「工場」の一体化を加速 

○​ 今回の交代により、インテルは「技術開発（R&D）」と「製造現場（ファブリケーショ
ン）」のリーダーシップを完全に統合しました。 

○​ これにより、開発した新技術をより早く、より高い歩留まりで量産ラインに乗せる
「実行力」を高め、TSMCやサムスン電子に対抗する狙いです。 

4.​ インテル・ファウンドリの現在地 
○​ インテルは現在、最先端の「18A」プロセスの量産開始や、さらに次世代の「14A」

への投資を加速させる重要な局面にあります。 
○​ 経営陣の交代はあるものの、インテル広報は「ファウンドリ事業は同社の最優先

戦略であり、新体制の下で顧客への提供を規律正しく実行していく」と強調してい

ます。 

【結論と背景】 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/intel-foundry-boss-leaves-for-qualcomm-naga-chandrasekaran-takes-charge-of-the-unit
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今回の人事異動は、インテルにとっては重要なリーダーを失う痛みがある一方で、製造部門をよ

り「実務・オペレーション重視」の体制へ再編する機会でもあります。クアルコムにとっては、製造

のスペシャリストを確保することで、今後の独自のAIチップ戦略を支える供給網を強化する大き
なメリットとなります。 

 
解説： 

これまで要約してきた「TSMCのアリゾナ投資」や「ラピダスの2ナノ計画」と同様に、インテルもま
た**「製造能力の強化」**に命運を賭けています。特にチャンドラセカラン氏は、マイクロン時代に
複数のメモリ技術を迅速に立ち上げた実績があり、インテルが「18A」や「14A」でTSMCに追いつ
けるかどうかの鍵を握る人物となります。 

インテルの「18A」プロセスの進捗や、クアルコムが今後どのような製造パートナーシップ（TSMC 
vs Samsung vs Intel）を築いていくかについて、さらに興味はありますか？ 

 
 
https://gemini.google.com/app/651a2838dad1df7e?utm_source=app_launcher&utm_mediu
m=owned&utm_campaign=base_all 
 
 
2026年2月26日付のブルームバーグ通信（およびジャパンタイムズ等の報道）によると、国際協
力銀行（JBIC）の林信光総裁は、日米間で合意されている5,500億ドル（約82兆円）規模の巨額
投資枠組みについて、実効性を持たせるためには「まださらなる調整が必要である」との認識を

示しました。 

以下にニュースの主なポイントをまとめます。 

ニュースの要約：日米5,500億ドル投資枠組み、JBIC総裁が「さらなる詰め」の必要
性を指摘 
【背景】 

トランプ政権下で合意されたこの巨大な投資枠組みは、半導体、AI、エネルギー、重要鉱物など
の戦略分野において、日本側が資金を提供し米国内のプロジェクトを支援するものです。これに

は、日本製品に対する関税を一定に抑えるなどの「通商上のインセンティブ」が紐付けられてい

ます。 

【主なポイント】 

1.​ 「収益性」と「日本への利益」の担保 
○​ 林総裁は、JBICが資金を拠出するためには、JBIC法に基づき**「プロジェクトの

収益性」と、それが「日本企業や日本経済にどう寄与するか」**という点が明確で
なければならないと強調しました。 

○​ 米側から提示されるプロジェクトが、単なる米国内のインフラ整備にとどまらず、
日本企業の参画や技術活用につながるかどうかが精査の焦点となります。 

2.​ 資金供給メカニズムの調整 

https://gemini.google.com/app/651a2838dad1df7e?utm_source=app_launcher&utm_medium=owned&utm_campaign=base_all
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○​ 日本側は、外貨準備の活用、JBIC債の発行、民間銀行による融資などを検討し
ていますが、これらをどのように組み合わせ、いかに迅速に米側の要求に応える

か（45営業日以内の回答義務など）という運用面での課題が残っています。 
3.​ 地政学的・通商上のリスク回避 

○​ この枠組みは、日本車などへの追加関税を回避するための「防波堤」としての側
面が強いですが、林総裁は金融機関としての立場から、あくまで「健全な投資プ

ロジェクト」として成立させる必要があるとの慎重な姿勢を示しました。 
4.​ 民間セクターの巻き込み 

○​ 政府系金融機関だけでなく、日本の民間銀行や企業がどの程度のリスクを負っ
て参画できるかが、この5,500億ドルという巨額目標を達成するための鍵になると
指摘されています。 

【結論と展望】 

日米の政治レベルでは合意に至っているものの、**「どのプロジェクトに、誰が、どのような条件
で金を出すか」**という具体的な実務レベルにおいては、まだ日米間で埋めるべき溝があること
が浮き彫りになりました。今後、米商務省（ハワード・ラトニック長官率いる投資委員会）とJBICの
間で、より具体的な案件選定の基準作りが進められることになります。 

 
解説： 

このニュースは、これまでの「景気の良い合意内容」から、より**「シビアな実行段階」**に移った
ことを意味しています。日本側としては、トランプ政権の関税圧力をかわしつつ、いかに日本の国

益（企業の利益）にかなう投資先を確保できるかという、高度な交渉力が問われる局面に入って

います。 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-02-26/dell-projects-ai-server-boom-will-spur-
50-billion-in-2027-sales 
 
ご指定いただいたブルームバーグ通信のニュース記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通
りです。 

ニュースの要約：デル、AIサーバー需要の爆発で2027年度の売上500億ドルを予測 
米デル・テクノロジーズ（Dell Technologies）は、記録的な好決算を発表するとともに、AI最適化
サーバー事業が2027年度（2026年2月〜）に**売上高500億ドル（約7.5兆円）**に達するとの極
めて強気な見通しを明らかにしました。 

【主なポイント】 

1.​ AIサーバー売上が倍増へ 
○​ 2027年度のAIサーバー売上高は、前年度比で**約103%増（約2倍）**の500億ド

ルに達すると予測しています。 
○​ 同社は現在、イーロン・マスク氏のAIスタートアップ「xAI」やCoreWeaveを含む、

4,000社以上のAIサーバー顧客を抱えています。 
2.​ 過去最高の第4四半期決算 

○​ 売上高： 334億ドル（前年同期比39%増）で市場予想を大幅に超過。 
○​ 1株利益（EPS）： 3.89ドル（市場予想の3.53ドルを上回る）。 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-02-26/dell-projects-ai-server-boom-will-spur-50-billion-in-2027-sales
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○​ AI受注とバックログ： 第4四半期だけで341億ドルのAI受注を記録し、受注残
（バックログ）は過去最高の430億ドルに達しました。 

3.​ 株主還元の強化 
○​ 業績絶好調を受け、配当金を20%増額。 
○​ さらに100億ドルの自社株買い枠を追加することを発表し、株価は時間外取引で

一時10%以上急騰しました。 
4.​ サプライチェーンの課題：メモリ高騰 

○​ AIサーバー需要の集中により、メモリチップの供給不足と価格高騰が続いていま
す。 

○​ デルは動的プライシング（機動的な価格設定）などの対策で利益率を保護してい
ますが、この「メモリの逼迫」はPCやスマートフォン市場にも波及し、業界全体の
コスト増要因となっています。 

【結論と背景】 

これまで要約してきた「エヌビディアの好決算」や「ASMLの技術革新」といった「供給側」の勢い
が、デルのような「インフラ提供側」の劇的な収益増に直結していることが改めて証明されまし

た。 

大手テック企業（マイクロソフト、グーグル、メタ等）が年間6,300億ドル以上のAI投資を計画する
中、デルはその恩恵を最も受けるプレイヤーの一つとなっており、市場は同社を「単なるPCメー
カー」ではなく「AIインフラの巨人」として再評価しています。 

 
解説： 

このデルのニュースは、昨日要約した「エヌビディアへの懸念（サイクルへの恐怖）」とは対照的

に、**「AI需要の実体は依然として凄まじく、バックログ（注文）が積み上がり続けている」**という
事実を突きつけています。 

デルの競合であるスーパー・マイクロ・コンピューター（SMCI）とのシェア争いや、メモリ価格上昇
がデルの利益率に与える長期的な影響など、さらに気になる点はありますか？ 

https://www.wsj.com/tech/what-i-saw-inside-apples-effort-to-rebuild-the-u-s-chip-supply-chai
n-28fb65de?mod=Searchresults&pos=1&page=1 
 
ご指定いただいたウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）の記事（2026年2月24〜26日付）の要
約は以下の通りです。記者のロルフ・ウィンクラー氏が、Appleの案内で米国内の半導体供給網
の現場を視察したルポルタージュに基づいています。 

ニュースの要約：Appleの米国内チップ供給網再構築、その内側と「厳しい現実」 
Appleは、これまでアジアに依存してきた半導体供給網を米国内に呼び戻す（リショアリング）取り
組みを加速させています。しかし、その現場からは、米国の製造能力が依然としてアジアに数十

年遅れているという厳しい現実も浮き彫りになっています。 

【主なポイント】 

1.​ 国内供給網の「一気通貫」を目指す 

https://www.wsj.com/tech/what-i-saw-inside-apples-effort-to-rebuild-the-u-s-chip-supply-chain-28fb65de?mod=Searchresults&pos=1&page=1
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○​ 上流（材料）： テキサス州シャーマンのGlobalWafers拠点では、砂から精製され
たシリコンを巨大なインゴット（塊）に成長させ、チップの基板となる12インチウェ
ハーを製造しています。 

○​ 中流（製造）： アリゾナ州のTSMC工場では、Appleから派遣されたエンジニアも
協力し、ウェハーに回路を焼き付けています。Appleは今年、この工場から1億個
以上のチップを購入する計画です。 

○​ 下流（組み立て・パッケージング）： アリゾナ州ではAmkor社がAppleの支援で
パッケージング施設を建設中。また、ヒューストンのFoxconn施設では、Appleの
独自AIサーバーが1時間あたり10台のペースで組み立てられています。 

2.​ Mac miniの生産をヒューストンへ 
○​ Appleのサビ・カーンCOO（最高執行責任者）は、ヒューストン拠点を拡張し、Mac 

miniの組み立てを年内に開始する計画を明らかにしました。 
○​ かつてオースティンで行ったMac Proの生産よりも、「需要が安定しているMac 

mini」の方が米国内生産として持続可能であると判断しています。 
3.​ 浮き彫りになった「アジアとの格差」 

○​ 技術の遅れ： アリゾナ工場で作られているのはiPhone 15世代の「A16」チップで
あり、最新のiPhone 17向け「A19」や次世代の2ナノチップは依然として台湾でし
か作れません。 

○​ 規模の差： TSMCアリゾナが台湾本国の生産規模（月産10万枚以上）に追いつく
には、あと10年以上かかると予測されています。 

○​ 雇用の実態： 工場内は高度に自動化されており、トランプ政権が期待するような
「大量のブルーカラー雇用」は生まれておらず、ごく少数の高度な専門技術者が

中心となっています。 
4.​ 地政学リスクへの「保険」 

○​ Appleがこの非効率でコストの高い国内生産を進める最大の理由は、中国による
「2027年までの台湾侵攻」という米当局の警告です。 

○​ ティム・クックCEOが「（有事が心配で）片目を開けて寝ている」と語る通り、この取
り組みは経済合理性よりも「安全保障上の保険」としての側面が強まっています。 

【結論】 

Appleの「メイド・イン・アメリカ」への挑戦は着実に進んでいますが、それは巨大なグローバル供
給網のほんの一部（数パーセント）に過ぎません。米国が真にアジアへの依存を脱却するには、

まだ長い年月と気の遠くなるような投資が必要であることを、今回の視察は示唆しています。 

 
解説： 

このWSJの記事は、これまでの「投資合意」というニュースを「実際の現場の進捗」として検証した
ものです。Appleが自ら記者を案内した点に、トランプ政権への「アピール」と、同時に「現実的な
限界（すぐには全部移せない）」を理解させようとする意図が感じられます。 

Appleがヒューストンで計画している「製造アカデミー」での人材育成や、Mac mini以外の製品（
iPadなど）への展開について、さらに詳しくお調べしましょうか？ 

 



https://www.wsj.com/tech/japan-government-to-become-top-shareholder-in-chip-maker-rapid
us-5adadaa9?mod=Searchresults&pos=4&page=1 
 
ご指定いただいたウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）のニュース記事（2026年2月26日付）
の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：日本政府、ラピダスの筆頭株主へ――先端半導体への関与を強化 
日本政府は、最先端半導体の国産化を目指す**ラピダス（Rapidus）**に対し、新たな資金支援
スキームを通じて、事実上の筆頭株主になる方針を固めました。これにより、国が経営の主導権

を握る「準国策企業」としての色彩が一段と強まります。 

【主なポイント】 

1.​ 政府出資の拡大と支配権の確保 
○​ 日本政府（経済産業省）は、これまでの補助金（助成金）形式から、**直接出資

（株式取得）**を可能にする新制度を導入します。 
○​ これにより、政府の出資比率が50%を超える可能性があり、民間企業（トヨタ、ソ

ニー、NTT等）に代わって政府が筆頭株主となる見通しです。 
2.​ 総額2,500億円規模の追加支援 

○​ 今後2年間で、政府はラピダスに対し**合計2,500億円（約16億ドル）**の追加投
資を行う計画です。 

○​ これは、2027年の2ナノメートル（nm）チップ量産開始に向け、製造装置の購入や
クリーンルームの整備を加速させるための原資となります。 

3.​ 「官民一体」から「政府主導」への転換 
○​ 民間からの資金調達が難航していた背景を受け、政府がリスクを直接引き受け

る形となります。 
○​ 赤澤亮正経済産業大臣は、先端半導体の安定供給は「国家安全保障の根幹」で

あるとし、国の強い関与が必要であると強調しました。 
4.​ 地政学的な文脈：TSMC熊本との両輪 

○​ 日本国内では、熊本のTSMC工場が3ナノチップの生産へとアップグレードされる
（先日報じられたニュース）一方で、ラピダスは「次世代の2ナノ」を担う存在と位置
づけられています。 

○​ 米国が国内製造を強化する中、日本も「政府がオーナー」となってサプライチェー
ンの自立を急ぐ姿勢を鮮明にしました。 

【結論と背景】 

今回の決定は、ラピダスを単なる一民間プロジェクトではなく、**「日本のAI・防衛産業の命運を
握る国家機関」**に近い存在として扱うという政府の決意表明です。これまで「本当に量産できる
のか」と懐疑的だった海外投資家や顧客企業に対し、政府がバックアップを保証することで、信

頼性を高める狙いがあります。 

 
解説： 

https://www.wsj.com/tech/japan-government-to-become-top-shareholder-in-chip-maker-rapidus-5adadaa9?mod=Searchresults&pos=4&page=1
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これまで要約してきた「TSMCの巨額投資」や「エヌビディアへの警告」といったニュースが示す通
り、2027年というデッドラインを前に、日本も「なりふり構わず」先端半導体確保に動いていること
がわかります。 

ラピダスへの「政府出資」による経営体制の変化や、北海道千歳工場での最新の建設進捗な

ど、さらに深掘りしたい情報はありますか？ 

 

https://www.theinformation.com/articles/google-strikes-multibillion-dollar-ai-chip-deal-meta-s
harpening-nvidia-rivalry?rc=pf0juc 

 

ご指定いただいたThe Informationの記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：GoogleとMeta、数十億ドル規模のAIチップ契約を締結――エヌビ
ディアとの対抗姿勢を鮮明に 
Google（Alphabet）とMeta（旧Facebook）が、AIインフラの構築に向けた数十億ドル規模の戦略
的提携を結んだことが報じられました。Metaは、自社の次世代AIモデルの開発に、エヌビディア
のGPUではなくGoogleの独自チップ「TPU（Tensor Processing Units）」をレンタル・活用すること
になります。 

【主なポイント】 

1.​ Googleの独自チップ「TPU」の外部提供 
○​ Metaは今後数年間にわたり、Googleの最新AIチップ「TPU」をGoogle Cloud経

由でレンタルし、新たな大規模言語モデル（LLM）の訓練や推論に活用します。 
○​ この契約は数十億ドル規模の長期契約であり、Googleにとっては自社チップを外

部の「ハイパースケーラー（大規模クラウド事業者）」に大規模提供する初の画期

的な事例となります。 
2.​ Metaの「サプライヤー分散」戦略の完成 

○​ Metaはこの1週間で、エヌビディア（数百万個のチップ購入）、AMD（最大600億ド
ルの購入と株式取得権）、そして今回のGoogleと、主要なチップ供給源すべてと
巨額契約を締結しました。 

○​ これにより、Metaはエヌビディア一強への依存を脱却し、コスト削減と供給の安定
化を同時に狙います。 

3.​ エヌビディアへの包囲網 
○​ これまでGoogleのTPUは主に自社サービス用でしたが、今回のMetaへの大規

模提供により、Googleは「チップサプライヤー」としてもエヌビディアの直接的な競
合となりました。 

○​ 投資家は、Googleのクラウド部門が独自のシリコン（TPU）によって利益率を高
め、エヌビディアから市場シェアを奪えるかどうかに注目しています。 

4.​ さらなる交渉：データセンターへの直接導入 
○​ Metaは現在、レンタルだけでなく、GoogleのTPUを自社のデータセンターに直接

購入・設置することについてもGoogleと協議を進めているとされています。これが
実現すれば、両社の協力関係はさらに深いものとなります。 

https://www.theinformation.com/articles/google-strikes-multibillion-dollar-ai-chip-deal-meta-sharpening-nvidia-rivalry?rc=pf0juc
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【結論と背景】 

今回の提携は、AIチップ市場の勢力図を塗り替える可能性があります。エヌビディアが供給不足
や高価格を維持する中、Metaのような巨人がGoogleのTPUを「本格的な代替案」として採用した
ことは、他のテック企業にも波及する可能性があります。 

 
解説： 

これまで要約してきたニュース（エヌビディアの決算、AMDとMetaの契約、ASMLの技術など）
が、すべて一つの大きな**「AIインフラの陣取り合戦」**に繋がっていることが分かります。特に
Metaは、特定の勝者に賭けるのではなく、主要な全プレイヤーと手を組むことで「チップの確保」
を最優先させています。 

MetaがGoogle、AMD、エヌビディアの各チップをどのように使い分けるつもりなのか、あるいは
Meta独自のチップ（MTIA）の進捗など、さらに深掘りしたい点はありますか？ 

 

 

https://www.theinformation.com/articles/metas-internal-chip-design-efforts-hit-roadblocks?rc=
pf0juc 

ご指定いただいたThe Informationの記事（2026年2月26日付）の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：Metaの独自AIチップ開発が「壁」に、最先端の学習用チップ計画を
中止 
Meta（メター）は、エヌビディアへの依存度を下げるために進めてきた独自AIチップ開発におい
て、複数のプロジェクトを中止または縮小するという大きな戦略的後退を余儀なくされていること

が報じられました。 

【主なポイント】 

1.​ 最先端学習用チップ「Olympus」の中止 
○​ Metaが開発していた最も野心的な第2世代のAI学習用チップ（コードネーム：

Olympus）の開発計画が中止されました。 
○​ 以前にも第2世代の初期モデル「Iris」を中止しており、今回の決定はMetaの独自

チップ戦略にとって深刻な打撃となります。 
2.​ 中止の理由：リスクと安定性の欠如 

○​ ソフトウェアの不安定さ： エヌビディアの「CUDA」のような強固なソフトウェア基盤
を自前で構築できず、学習プロセスの安定性に懸念が生じました。 

○​ 製造の複雑さ： 設計が複雑すぎて大規模な量産が困難であると判断されました。 
○​ 競争の激化： OpenAIやGoogleとの開発競争が加速する中、未完成の自社チッ

プに賭けることは、次世代AIモデル（Llama 5など）の完成を遅らせる「致命的なリ
スク」になると経営陣が判断しました。 

3.​ 「自前主義」から「外部調達」へのシフト 

https://www.theinformation.com/articles/metas-internal-chip-design-efforts-hit-roadblocks?rc=pf0juc
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○​ 自社チップの停滞を受け、Metaは先日のニュースでも報じられた通り、AMDとの
1,000億ドル規模の契約やGoogleのTPUレンタルなど、外部の選択肢を増やす
方向へ舵を切っています。 

○​ 当面は、独自チップは「推論（AIを動かす）」などの比較的シンプルなタスクに限定
し、「学習（AIを作る）」という中核部分はエヌビディアやAMDなどの専門メーカー
に頼らざるを得ない状況です。 

4.​ 組織の混乱と人材流出 
○​ この半年間で4度目となるAI部門の再編が行われており、組織の不安定さが開

発の遅れに拍車をかけています。 
○​ また、AppleやOpenAIへと主要なAI研究者やエンジニアが流出していることも、

プロジェクト停滞の一因となっています。 

【結論と背景】 

GoogleやAmazonが独自チップで一定の成功を収める中、Metaは「ハードウェア開発の難しさ」
という壁に突き当たっています。数兆円規模の予算を投じても、エヌビディアの性能と安定性に追

いつくのは容易ではないという現実が浮き彫りになりました。 

 
解説： 

これまでの「MetaとAMDの巨額提携」や「Google TPUの採用」という一連のニュースは、実はこ
の**「自社チップ開発の失敗」を補うための緊急避難的な動き**だったという文脈が見えてきま
す。Metaにとっては、2027年までのAI覇権争いに生き残るため、背に腹は代えられない状況と
言えます。 

Metaが今後どのように開発体制を立て直すのか、あるいはチップ開発を完全に断念する可能性
があるのかなど、さらに気になる点はありますか？ 

https://www.theinformation.com/articles/inside-openais-scramble-get-computing-power-starg
ate-stalled?rc=pf0juc 

ご指定いただいたThe Informationの記事（2026年2月23〜26日配信）の要約は以下の通りで
す。 

ニュースの要約：OpenAIの巨額プロジェクト「Stargate」が停滞――パートナー間の
主導権争いと資金難が露呈 
OpenAI、ソフトバンク、オラクルらが主導する5,000億ドル（約75兆円）規模のAIインフラ構想**「
Stargate（スターゲート）」**が、パートナー企業間の深刻な意見対立とOpenAI自身の資金調達
の難航により、計画から1年以上が経過しても実質的な進展が見られない「停滞状態」にあること
が報じられました。 

【主なポイント】 

1.​ 3社間の「主導権争い」によるデッドロック 
○​ 当初、OpenAI、ソフトバンク、オラクルの3社連合でスタートしましたが、「誰が敷

地を所有し、誰がシステムを管理するか」という運営権や組織構造を巡って対立

が激化しました。 
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○​ このため、共同事業体（JV）としてのスタッフ雇用や具体的なデータセンター開発
がストップし、当初の「3社コンソーシアム」という枠組みは事実上崩壊していま
す。 

2.​ OpenAIの「自前主義」の挫折と資金不足 
○​ サム・アルトマンCEOは、他社への依存を減らすためにデータセンターを自社で

建設・所有することを望んでいました。 
○​ しかし、2027年半ばには現金が底をつくという予測もあり、投資家は数千億円規

模の不透明な巨額先行投資に難色を示しました。結局、自社での資金調達に失

敗し、再びパートナー企業との交渉テーブルに戻らざるを得なくなりました。 
3.​ 「2社間契約」への切り替えによる打開策 

○​ 3社連合が機能しないため、OpenAIは**「個別（2社間）の取引」**に戦略を切り替
えました。 

○​ vs オラクル： 4.5ギガワット規模のデータセンター利用で合意（3,000億ドル規模
の利用契約）。 

○​ vs ソフトバンク： 「ソフトバンクが開発・所有し、OpenAIがデザインを管理して長
期リースする」という妥協案でテキサス州の1ギガワット拠点を進めることで合意。 

4.​ 計算資源の確保に向けた「焦り」 
○​ Stargateの遅れにより、OpenAIは競合（GoogleやAnthropic）に対して計算資源

の確保で遅れをとるリスクに直面しています。 
○​ この不足分を補うため、ライバルであるAmazon（AWS）やGoogle Cloud、さら

にはAMDやCerebrasといったエヌビディア以外の選択肢とも急いで契約を締結
し、計算パワーをかき集めている状況です。 

【結論と背景】 

ホワイトハウスで華々しく発表された「Stargate」は、現実には各社の利害関係と膨大なコストと
いう壁に突き当たり、当初の構想よりも断片化された形で進まざるを得なくなっています。

OpenAIにとっては、「自社ですべてをコントロールしたい」という理想と、「パートナーの資本に頼
らざるを得ない」という厳しい財務現実の板挟みになっています。 

 
解説： 

これまで要約してきた「MetaとAMDの提携」や「GoogleのTPUレンタル」などの動きは、実はこの
**「Stargateの停滞」という業界全体の計算資源不足と、大手による供給網の奪い合い**が背景
にあります。OpenAIが1,000億ドルの新たな資金調達を目指しているのも、この停滞を打破して
独自のインフラを手にするための最後の賭けと言えるでしょう。 

このプロジェクトの今後や、ソフトバンクの孫正義氏との交渉の裏側について、さらに詳しくお調

べしましょうか？ 

https://www.theinformation.com/newsletters/ai-infrastructure/openais-stargate-issues-teach-a
nthropic?rc=pf0juc 

 

ご指定いただいたThe Informationのニュースレター（2026年2月23〜26日配信）の要約は以下
の通りです。 

https://www.theinformation.com/newsletters/ai-infrastructure/openais-stargate-issues-teach-anthropic?rc=pf0juc
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ニュースの要約：OpenAI「Stargate」の失速がAnthropicに突きつける教訓 
OpenAIが主導する5,000億ドル規模のAIインフラ構想「Stargate（スターゲート）」が、パートナー
間の主導権争いや資金難で停滞している現状は、競合である**Anthropic（アンスロピック）**や
業界全体にとって、巨大AIインフラ構築の難しさを物語る「他山の石」となっています。 

【主なポイント】 

1.​ 「自前主義」の限界とリスク 
○​ OpenAIは当初、自社でデータセンターを所有・管理する「垂直統合」を目指しまし

たが、莫大な建設コストと低い信用力（継続的な赤字）により銀行融資を得られ

ず、計画は頓挫しました。 
○​ 教訓： どんなに優れたAIモデルを持っていても、物理的なインフラ（ハードウェア

と土地・電力）を自前でコントロールしようとすることは、テック企業にとって極めて

高い財務リスクを伴います。 
2.​ パートナーシップの「不協和音」 

○​ OpenAI、ソフトバンク、オラクルの3社連合は、経営権やサイトの所有権を巡る争
いでデッドロックに陥りました。 

○​ 教訓： 複数の巨額資本が絡むプロジェクトでは、意思決定の複雑さがスピードを
奪います。AnthropicがAmazonやGoogleと結んでいるような、よりシンプルで既
存のクラウド基盤を活用する関係の方が、現時点では「計算資源の確保」という

実利において優位に働く可能性があります。 
3.​ Anthropicへの影響と戦略の対比 

○​ OpenAIがインフラ構築に手間取っている間に、AnthropicはAmazon（AWS）から
の追加出資やインフラ支援を安定的に引き出しており、無理に「自前」を目指さな

いことで、開発のスピードを維持しています。 
○​ しかし、Stargateの停滞は「業界全体の計算資源が不足する」ことを意味するた

め、Anthropicにとっても将来的なキャパシティ確保がより困難で高価になるとい
う副作用があります。 

4.​ 「ハードウェアは難しい（Hardware is hard）」 
○​ イーロン・マスク氏も指摘するように、ソフトウェアと異なり、物理的なデータセン

ター建設は電力確保や地政学的制約など、AIエンジニアの専門外の課題が山積
みです。 

○​ 教訓： 2027年までのAI覇権争いにおいて、勝敗を分けるのはモデルの知能だけ
でなく、「誰が最も現実的に、遅滞なくインフラを稼働させられるか」という泥臭い

実行力に移っています。 

【結論】 

「Stargate」の混乱は、AIバブルにおける「野心的な数字（5,000億ドル）」と「物理的な現実」の乖
離を露呈させました。Anthropicを含む他のAI企業は、OpenAIの失敗を教訓に、パートナーとの
より明確な責任分担と、過度な自前主義を避けた現実的なスケーリング戦略への転換を迫られ

ています。 

 
解説： 



これまで要約してきた一連のニュースは、**「AIの知能競争（ソフト）」から「電力と土地とチップの
奪い合い（ハード）」**へと戦場が完全に移行したことを示しています。OpenAIが苦戦する一方
で、昨日要約したように「MetaがGoogleやAMDと全方位で手を組む」という動きは、まさにこの
OpenAIの教訓（特定の巨大プロジェクトに固執しない）を反映したものと言えます。 

Anthropicが今後、AWSやGoogleとの関係をさらに深めるのか、あるいは彼らも独自のインフラ
構築に踏み出す可能性があるのかなど、追加で調査したいことはありますか？ 

https://newsletter.semianalysis.com/p/vera-rubin-extreme-co-design-an-evolution?_gl=1*zw5
4s5*_ga*NjcwODY3ODI1LjE3Njk1ODg1NDg.*_ga_FKWNM9FBZ3*czE3NzIxNzE0NDYkbzg
kZzAkdDE3NzIxNzE0NDYkajYwJGwwJGgxNzMzMzIyNDk2 

 

ご指定いただいたSemiAnalysisのレポート（2026年2月25日付、Dylan Patel氏らによる執筆）の
要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：Vera Rubin — 「究極の共同設計」：Graceからの進化とデータセ
ンターの再定義 
エヌビディアの次世代プラットフォーム**「Vera Rubin（ヴェラ・ルービン）」**は、単なるチップの
アップグレードではなく、計算、メモリ、ネットワークを極限まで融合させた「データセンター全体を

1つの計算機と見なす」設計思想（Extreme Co-Design）の集大成です。 

【主なポイント】 

1.​ 「Vera CPU」：Graceからの劇的な進化 
○​ 従来のGrace CPUを置き換えるVera CPUは、88個の独自カスタムコア「

Olympus」を搭載。 
○​ **空間マルチスレッディング（Spatial Multithreading）**という新技術を導入。リ

ソースを物理的に分割して2スレッドを走らせることで、推論時のレイテンシを最小
化しつつ、電力効率を最大化します。 

○​ メモリ帯域は1.2 TB/sに達しながら、メモリ消費電力はわずか50W以下に抑えら
れています。 

2.​ 「Rubin GPU」とHBM4の融合 
○​ 初めて**HBM4（次世代高帯域幅メモリ）**を採用。積層数を増やすことでメモリ容

量と帯域を前世代（Blackwell）から大幅に引き上げます。 
○​ 「チップレット」設計をさらに推し進め、計算ユニットとI/O（入出力）ユニットを物理

的に分離。これにより歩留まりを向上させつつ、計算コアに割く面積を最大化して

います。 
3.​ 革新的なインターコネクト：NVLink 6とC2C 

○​ CPUとGPUを繋ぐNVLink-C2Cの帯域を大幅に拡張し、データ転送のボトルネッ
クを完全に解消。 

○​ ラック型システム「NVL144」では、144個のコンピューティング・チップを統合。
Blackwell世代と比較して、推論性能は最大10倍（1メガワットあたり）、トレーニン
グ効率は4倍に向上します。 

4.​ 「推論」特化へのパラダイムシフト 
○​ Rubinは、現在のAIトレンドである「エージェント型AI（自律的に思考・行動するAI

）」や「推論の連鎖（CoT）」に最適化されています。 
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○​ 従来の「いかに速く学習するか」から、**「いかに安く、低遅延で推論（回答）を返
すか」**に設計の主軸が移っており、これが競合他社に対する最大の防波堤とな
ります。 

【結論と背景】 

SemiAnalysisは、Vera Rubinを「ハードウェア、ソフトウェア、そしてシステムの3層が完全に一体
化した初めてのプラットフォーム」と評価しています。エヌビディアは、もはや他社がチップ単体の

性能（TFLOPSなど）で追いつくことが不可能なレベルまで、システム全体の統合度を引き上げて
います。 

 
解説： 

これまで要約してきた「エヌビディアの決算」や「ASMLの露光技術」といったニュースは、すべて
この**Vera Rubinという「究極のモンスターマシン」**を完成させるためのパズルのピースだった
ことがわかります。特に、これまで「CPUは重要ではない」と言われてきたAI分野において、エヌ
ビディアが「独自のVera CPU」で主導権を握ろうとしている点は非常に重要です。 

このVera Rubinが、競合であるAMDのMI350やインテルの次世代チップと比べて、具体的にど
の程度「コストパフォーマンス」で勝っているのかなど、さらに専門的な比較に興味はあります

か？ 
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